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１．平成18年９月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）連結経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年９月中間期 75,959 180.4 9,169 269.1 9,400 244.3

平成17年９月中間期 27,091 11.1 2,484 △58.3 2,730 △55.5

平成18年３月期 124,473 15,470 15,547

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

平成18年９月中間期 3,319 50.7 30 03 29 90

平成17年９月中間期 2,202 △29.7 19 96 19 79

平成18年３月期 17,076 154 65 153 44

（注）①持分法投資損益 平成18年９月中間期 △4百万円 平成17年９月中間期 －百万円 平成18年３月期 △7百万円

②期中平均株式数（連結） 平成18年９月中間期 110,555,802株 平成17年９月中間期 110,340,469株 平成18年３月期 110,419,003株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）連結財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年９月中間期 212,130 123,109 57.5 1,103 32

平成17年９月中間期 177,976 106,446 59.8 963 77

平成18年３月期 213,348 120,993 56.7 1,094 50

（注）期末発行済株式数（連結） 平成18年９月中間期 110,564,016株 平成17年９月中間期 110,448,123株 平成18年３月期 110,547,484株

(3）連結キャッシュ・フローの状況  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

平成18年９月中間期 17,323 669 △2,186 91,144

平成17年９月中間期 △10,891 △52,183 34,939 53,484

平成18年３月期 9,174 △60,039 44,153 75,252

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 18社および1任意組合 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 3社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） 1社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 150,000 19,000 11,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　 99円　49銭

※　上記の業績予想につきましては、本資料発表時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素

が内在しておりますので、実際の業績は予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添

付資料の９ページをご参照ください。
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１．企業集団の状況
 　当社グループは、当社、連結子会社１８社及び１任意組合、非連結子会社５社、関連会社５社により構成されており

ます。当社グループの主な事業内容とグループを構成している各社の位置付けは以下のとおりであります。

【連結対象会社】

 事業区分 地域  会社名 主要な事業内容

ゲーム事業

日本 株式会社スクウェア・エニックス ゲームの企画、開発及び販売

北米

SQUARE ENIX, INC. 北米市場におけるゲームの販売

UIEVOLUTION, INC.
ネットワークアプリケーション、ミドルウェアの開

発、販売及び許諾

 SQUARE L.L.C. SQUARE ENIX, INC.に営業譲渡済

欧州 SQUARE ENIX LTD. 欧州市場におけるゲームの販売

オンライン

ゲーム事業

日本

株式会社スクウェア・エニックス オンラインゲームの企画、開発、販売及び運営

コミュニティーエンジン株式会社
ネットワークアプリケーション、ミドルウェアの開

発及び販売

北米

SQUARE ENIX, INC. 北米市場におけるオンラインゲームの販売及び運営

UIEVOLUTION, INC.
ネットワークアプリケーション、ミドルウェアの開

発、販売及び許諾

欧州 SQUARE ENIX LTD. 欧州市場におけるオンラインゲームの販売及び運営

アジア

SQUARE ENIX (China) CO., LTD.
アジア市場におけるオンラインゲームの開発、販売

及び運営

北京易通幻龍網絡科技有限公司
アジア市場におけるオンラインゲームの開発、販売

及び運営

SQUARE ENIX WEBSTAR NETWORK

TECHNOLOGY (BEIJING) CO., LTD.
清算手続き中

COMMUNITY ENGINE NETWORK 

SOFTWARE (BEIJING) CO., LTD.

ネットワークアプリケーション、ミドルウェアの開発、

販売及び許諾

モバイル・

コンテンツ事業

日本 株式会社スクウェア・エニックス 携帯電話向けコンテンツの企画、開発及び提供

北米

SQUARE ENIX, INC.
北米市場における携帯電話向けコンテンツの企画、

開発及び提供

UIEVOLUTION, INC.
ネットワークアプリケーション、ミドルウェアの開

発、販売及び許諾

日本 株式会社UIEジャパン
インターネット関連新規事業開発、UIEの日本におけ

る製品・サービス開発

欧州 SQUARE ENIX LTD.
欧州市場における携帯電話向けコンテンツの企画、

開発及び提供

アジア

SQUARE ENIX (China) CO., LTD.
アジア市場における携帯電話向けコンテンツの企画、

開発及び提供

SQUARE ENIX WEBSTAR NETWORK

TECHNOLOGY (BEIJING) CO., LTD.
清算手続き中

出版事業

日本 株式会社スクウェア・エニックス
コミック雑誌、単行本、ゲーム関連書籍等の出版及

び販売

北米 SQUARE ENIX, INC. 北米市場におけるゲーム関連書籍の出版許諾

欧州 SQUARE ENIX LTD. 欧州市場におけるゲーム関連書籍の出版許諾
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 事業区分 地域  会社名 主要な事業内容

 ＡＭ等事業

日本

株式会社タイトー

アミューズメント施設運営、アミューズメント機器

及び業務用カラオケ機器の企画・開発・製造・販売・

レンタル、ゲームの企画・開発・販売、携帯電話向

けコンテンツの企画・開発・提供

株式会社エフォート ネットワークコンテンツの開発・提携

株式会社タイトーアルト 旅行代理業、保険代理業

株式会社タイトーテック 休眠中

アジア

TAITO KOREA CORPORATION 韓国におけるアミューズメント施設運営

北京泰信文化娯楽有限公司
中国におけるアミューズメント施設運営、アミュー

ズメント機器のレンタル

 その他事業
日本

株式会社スクウェア・エニックス 二次的著作物の企画、制作、販売及び販売許諾

株式会社デジタルエンタテインメン

トアカデミー
ゲーム制作技術者養成スクールの運営

ＦＦ・フィルム・パートナーズ（任

意組合）
映画・二次的著作物の使用許諾及び管理

北米 SQUARE PICTURES, INC. 海外映画収入の管理

【持分法適用関連会社】株式会社バルテック、Kaaku LTD. 、Kaasa Solution GmbH

【非連結子会社】株式会社ソリッド、株式会社SGラボ、株式会社スタイルウォーカー、株式会社プレイオンライン、

ZERO RESEARCH LTD. 

【持分法非適用関連会社】有限会社草薙、株式会社ブレイブ
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 当社グループの事業系統図は以下のとおりであります。
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ゲームの販売、オンラインゲームの販売及び運営、モバイル・コンテンツの提供 

出版物の販売、二次的著作物の販売及び販売許諾 

SQUARE ENIX, INC. 
(北 米) 

販売許諾 
ゲームの販売、オンラインゲー
ムの販売及び運営、モバイル・
コンテンツの提供、出版許諾 

ローカライズ 

SQUARE ENIX LTD. 
(欧 州) 

販売許諾 
ゲームの販売、オンラインゲー
ムの販売及び運営、モバイル・
コンテンツの提供、出版許諾 

ローカライズ 

UIEVOLUTION, INC. 
(北 米) 

ミドルウェア等の提供 
ミドルウェア等の販売

及び許諾 

SQUARE ENIX(China)CO., LTD. 
(アジア) 

オンラインゲームの販売
及び運営、モバイル・コ

ンテンツの提供 

コミュニティーエンジン株式会社 
(日 本) 

ネットワークミドル
ウェア等の提供 

ネットワークミドル
ウェア等の販売 

株式会社デジタルエンタテインメント 
アカデミー 

(日 本) 

ゲーム技術者の養成 

SQUARE PICTURES, INC. 
(北 米) 

映画関連の販売許諾 

FF･フィルム･パートナーズ(任意組合) 
(日 本) 

映画関連の使用許諾 

COMMUNITY ENGINE NETWORK 
SOFTWARE(BEIJING)CO., LTD. 

(アジア) 

ネットワークミドル
ウェア等の提供 

ネットワークミドル
ウェア等の販売 

北京易通幻龍網絡科技有限公司 
(アジア) 

販売許諾 

オンラインゲームの販売
及び運営、モバイル・コ

ンテンツの提供 

株式会社 タイトー 
(日 本) 

アミューズメント施設運営、アミューズメント機器及び業務用
カラオケ機器の販売・レンタル、ゲームの販売・販売許諾、モ
バイル・コンテンツの提供・許諾、オンラインショッピング 

　（注）　上記事業系統図は、主要な連結対象会社について記載しております。
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２．経営方針
　以下、当社グループ（当社、連結子会社及び任意組合。以下同じ。）の経営方針について記載いたします。

(1）経営の基本方針

　当社グループは、高度で良質なコンテンツの制作・提供を通じて幅広い方々に夢と感動をお届けすることを基本方

針としております。

　また、株主の皆様に報い、会社を永続的に成長・発展させるため、経営資源を有効に組み合わせた効率的な経営の

推進により利益が最大になるよう努めてまいります。

(2）利益配分に関する基本方針

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置づけており、今後、既存事業の拡大、新規事業

の開拓等を目的とした設備投資や買収など、当社の企業価値を高めるための投資を優先し、そのための内部留保を確

保します。内部留保後の資金については、株主への還元を重視し、安定的かつ継続的な配当に留意してまいります。

(3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針

　当社は、投資家による当社株式の長期安定的な株式保有を促進するとともに、投資家層の拡大を図ることを、資本

政策上の重要課題と認識しております。このため、既に株式の売買単位を100株としており、多様な投資家が参加しや

すい環境が整っているものと考えております。

(4）目標とする経営指標

　当社は、収益性に裏付けられた成長を実現することが重要な経営課題と認識しております。平成17年9月末に株式会

社タイトーが当社の連結子会社となっており、株式会社タイトーの連結損益は、平成18年3月期下期より当社グループ

の連結業績に反映されております。

　当社グループは、株式会社タイトー連結後の指標として、連結1株あたり利益の成長率10％以上、営業利益率20％以

上を達成することを目標としてまいります。

(5）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

　高度で良質なコンテンツの創造を通じて、収益性を維持しつつ中長期的な成長を実現していくことが重要な課題で

あります。

　また、今後、ＩＴや通信環境の急速な発展・普及により、ネットワークを前提とするエンタテインメントに対する

ニーズが高まるとともに、ユーザーが多機能端末を通じて多様なコンテンツにアクセスできるようになるなど、デジ

タル・エンタテインメントの産業構造が大きく変化することが予想されます。当社グループは、これらの変化に即応

し、新しい時代のデジタル・エンタテインメントを切り拓いていく事を中長期的な会社の経営戦略に位置づけており

ます。

(6）親会社等に関する事項

　　該当事項はありません。
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３．経営成績及び財政状態
(1）当中間連結会計期間の概況

　当社は、事業セグメントをゲーム事業、オンラインゲーム事業、モバイル・コンテンツ事業、ＡＭ等事業、出版事

業、及びその他事業と定め、各々の事業セグメントにおいて事業基盤の強化と収益力の向上に努めております。

　また、ネットワーク関連事業を推進するために必須となる情報通信技術の獲得と商品・サービスへの応用を目的と

して、基盤技術の研究開発を行っております。

 

　当社は、前連結会計年度において株式会社タイトー（以下、タイトー）を完全子会社化しております。タイトー及

び同社の連結子会社等(以下併せて、タイトーグループ)は、平成17年9月末に当社の連結対象となっており、当社グ

ループの前連結会計年度の連結業績には、前連結会計年度末のタイトーグループの貸借対照表と平成18年3月期下期の

タイトーグループの損益が連結されており、前中間連結会計期間の連結業績には、平成17年9月末のタイトーグループ

の貸借対照表のみが連結されております。

　当中間連結会計年度の業績は、売上高は75,959百万円(前年同期比180.4％増)、営業利益は9,169百万円(前年同期比

269.1％増)、経常利益は9,400百万円(前年同期比244.3％増)、当期純利益は3,319百万円(前年同期比50.7％増)となり

ました。

　リピートオーダーも含めたゲームタイトルの総出荷本数は、日本280万本、北米213万本、PAL(欧州等)地域123万本、

アジア等5万本の合計621万本となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績概況は以下のとおりであります。

(2）事業の種類別セグメントの業績概況

①　ゲーム事業

　ゲームコンソール(携帯ゲーム機含む)を対象としたゲームの企画、開発及び販売を行っております。また、日本

で開発、販売したゲームは、翻訳等のローカライズ作業を施し、北米へは主に連結子会社のSQUARE ENIX, INC.を通

じて販売しております。また、欧州、アジア等へは前連結会計年度まで主として有力パブリッシャーへの販売許諾

を行うことにより販売しておりましたが、欧州への販売については、当中間連結会計期間より連結子会社のSQUARE 

ENIX LTD.を通じての販売を開始しております。

　当中間連結会計期間においては、ニンテンドーDS向けの「ファイナルファンタジー III」(国内84万本：平成18年

9月末現在、以下同じ)、プレイステーション2（PS2）向けの「KINGDOM HEARTS II」(欧州54万本)、「ヴァルキリー

プロファイル2 -シルメリア-」(国内42万本、北米 14万本)、「Dragon Quest: The Journey of the Cursed King」

(欧州41万本)、「DIRGE OF CERBERUS -FINAL FANTASY VII-」(北米39万本)などを発売いたしました。また、廉価版

の発売が国内、海外ともに好調に推移いたしました。

 

　当事業における当中間連結会計期間の売上高は19,186百万円(前年同期比122.9％増)となり、営業利益は4,311百

万円(前年同期比 ― :前年同期は842百万円の営業損失)となりました。

②　オンラインゲーム事業

　ネットワークに接続することを前提としたオンラインゲームサービスの企画、開発、販売及び運営を行っており

ます。当中間連結会計期間は、引き続き日米欧の合計で約50万人の会員を獲得しているMMORPG (Massively Multi-

player Online RPG) 「ファイナルファンタジーXI」の新たな拡張ディスク「ファイナルファンタジーXI アトルガ

ンの秘宝」を日米欧で発売し、これと同時にXBOX360への対応も開始いたしました。

 

　当事業における当中間連結会計期間の売上高は7,678百万円(前年同期比10.8％増)となり、営業利益は3,311百万

円(前年同期比25.9％増)となりました。
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　　③　モバイル・コンテンツ事業

　携帯電話向けコンテンツの企画、開発及び運営を行っており、着信メロディ、待受画面、ゲーム、ポータルサー

ビスなど様々なモバイル・コンテンツサービスを提供しております。当中間連結会計期間においても引き続き、「ド

ラゴンクエスト」、「ファイナルファンタジー」のポータルサービス等を中心に当社のオリジナルコンテンツの強

みを生かした取組みを展開しております。

 

　当事業における当中間連結会計期間の売上高は2,907百万円(前年同期比31.0％増)となり、営業利益は703百万円

(前年同期比122.0％増)となりました。

④　出版事業

　コミック雑誌、単行本をはじめ、ゲーム攻略本等ゲーム関連書籍の出版事業を行っております。

　当中間連結会計期間は、「月刊少年ガンガン」、「月刊Ｇファンタジー」、「月刊ガンガンＷＩＮＧ」及び「ヤ

ングガンガン」の定期刊行誌に加え、各定期刊行誌で連載されているコミック単行本やゲームガイドブック等の発

売を行ってまいりました。また、ゲーム事業で平成18年3月に国内で発売した「ファイナルファンタジーXII」の大

型攻略本の発売を行っております。

 

　当事業における当中間連結会計期間の売上高は5,426百万円(前年同期比21.4％増)となり、営業利益は1,767百万

円(前年同期比78.4％増)となりました。

⑤　ＡＭ等事業　

　平成17年9月末に連結対象となったタイトーグループの全ての業績と、タイトーの連結グループ化に伴って生じた

のれんの償却を当セグメントに計上しております。なお、タイトーグループの損益は、平成17年10月より連結対象

となっており、前中間連結会計期間には、含まれておりません。当中間連結会計期間におきましては、抜本的な事

業体制の見直しを進めている中で、7月に業務用カラオケ機器部門の売却を行っており、効率化を推進しているもの

の、主として売却までの業務用カラオケ機器部門の不振と、家庭用ゲームソフト部門等の不振を主力であるアミュー

ズメント施設運営部門等でカバーするに至らず、利益面では厳しいものとなりました。

 当事業における当中間連結会計期間の売上高は38,144百万円となり、営業損失は328百万円となりました。

⑥　その他事業

　主に当社コンテンツに関する二次的著作物の企画・制作・販売及びライセンス使用、ゲーム制作技術者養成スクー

ルの運営等を行っております。

　当中間連結会計期間におきましては、前中間連結会計期間に国内で発売し、ミリオンセラーとなった映像作品

「ファイナルファンタジーVII アドベントチルドレン」が海外で発売され、国内を上回る販売枚数を記録しており、

このライセンス収入が計上されております。

　当事業における当中間連結会計期間におきましては、売上高は2,615百万円(前年同期比46.2％減)、営業利益は

1,511百万円(前年同期比13.5％増)となりました。
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(3）所在地別セグメントの業績概況

①　日本

　当セグメントにおいては、ゲーム事業、オンラインゲーム事業、モバイル・コンテンツ事業、出版事業、ＡＭ等

事業及びその他事業のすべてを展開しております。

　当セグメントのゲーム事業においては、ゲームコンテンツを自社流通経路を通じて小売店に販売しております。

なお、海外PAL地域販売の一部及びアジア向けのゲームコンテンツ販売については、当社より販売許諾を行っている

ため、当セグメントに計上されております。

　当セグメントのオンラインゲーム事業においては、「ファイナルファンタジーXI」を中心とするオンラインサー

ビス「PlayOnline」等の提供とゲームディスクの販売を行っております。

　当セグメントのモバイル・コンテンツ事業においては、NTTドコモ、KDDI、及びソフトバンクモバイルの3社の携

帯電話事業者に対しゲーム、着メロ、待受画面等のモバイル・コンテンツサービスを提供しております。現状、出

版事業及びその他事業は当セグメントを中心に展開しております。

　当セグメントのＡＭ等事業においては、アミューズメント施設の運営、アミューズメント機器の販売、ゲームコ

ンテンツの自社流通経路による小売店への販売、ゲーム・音楽・映像等のモバイル・コンテンツサービスの提供な

どを行なっているタイトーグループの国内事業を計上しております。

 

　当セグメントにおける当中間連結会計期間の売上高は65,917百万円(前年同期比188.6％増)となり、営業利益は

7,076百万円(前年同期比594.6％増)となりました。

②　北米

　当セグメントにおいては、ゲーム事業、オンラインゲーム事業、及びモバイル・コンテンツ事業を中心に展開し

ております。当セグメントのゲーム事業においては、当社が開発したゲームコンテンツを主としてSQUARE ENIX,INC.

が当社より販売許諾を受け販売しており、当中間連結会計期間においては、PS2向けタイトル「DIRGE OF CERBERUS 

-FINAL FANTASY VII-」などを発売いたしました。また、日本と同等の水準にまで成長している「ファイナルファン

タジーXI」を中心とするオンラインサービス「PlayOnline」も順調に推移いたしました。

 

　当セグメントにおける当中間連結会計期間の売上高は、9,326百万円（前年同期比143.8％増）、営業利益は、

1,727百万円（前年同期比168.1％増）となりました。

③　欧州

　当セグメントにおいては、ゲーム事業、オンラインゲーム事業、及びモバイル・コンテンツ事業を中心に展開し

ております。欧州地域のゲーム事業においては、前連結会計年度までは、主として当社が開発したゲームコンテン

ツを欧州の有力パブリッシャーへ販売許諾を行い販売しておりましたが、当中間連結会計期間より連結子会社の

SQUARE ENIX LTD.を通じての販売を開始しております。当中間連結会計期間においては、PS2向けタイトル「KINGDOM 

HEARTS II」、「Dragon Quest: The Journey of the Cursed King」などを販売しております。

 

　当セグメントにおける当中間連結会計期間の売上高は4,394百万円(前年同期比1,011.8％増)となり、営業利益は

781百万円(前年同期比1,214.7％増)となりました。

④　アジア

　当セグメントにおいては、オンラインゲーム事業、ＡＭ等事業を中心に展開しております。当セグメントのオン

ラインゲーム事業においては、主として「クロスゲート」のPC向けオンラインゲームサービスの提供を中国で行っ

ております。また、ＡＭ等事業は、韓国及び中国においてアミューズメント施設の運営を行っております。

 

　当セグメントにおける当中間連結会計期間の売上高は443百万円(前年同期比73.3％減)、営業損失は414百万円(前

年同期比154.4％減)となりました。
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(4）財政状態

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、91,144百万円となりました。キャッシュ・フロー

の状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前当期純利益は8,427百万円となり、平成18年3月に発売した大型タイトルの売掛金の回収等を主要因

として、営業活動により獲得した現金及び現金同等物は17,323百万円となりました。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動により獲得した現金及び現金同等物は、669百万円となりました。これは、株式会社タイトーの業務用カ

ラオケ機器事業の売却収入、固定資産の取得による支出を主要因としたものです。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動により支出したキャッシュ・フローは、2,186百万円となりました。これは、配当金の支払を主要因とし

たものです。

　当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期
平成19年3月期 

 中間期

自己資本比率（％） 87.41％ 82.72％ 56.71％ 57.51％ 

時価ベースの自己資本比率（％） 309.59％ 275.76％ 157.78％ 149.58％ 

債務償還年数（年） 0.0013年 －年 －年 －年 

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ（倍）
1,203.36倍 85,196.65倍 300.93倍 110,701.78倍 

　（注）　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償却年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※有利子負債は、中間連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。

※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、中間連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動に

よるキャシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

(5）通期の見通し

　当連結会計年度（平成19年３月期）の連結経営成績は、以下のように計画しております。

 連結売上高　　　1,500億円

 連結営業利益　　  190億円

 連結経常利益　　  190億円

 連結当期純利益　  110億円

 当中間連結会計期間終了時点においては、欧州地域において当初下期の発売を予定していたプレイステーション2向

けの「KINGDOM　HEARTSⅡ」（欧州54万本）を9月29日に発売したことに加え、国内でニンテンドーDS向けに発売した

「ファイナルファンタジーⅢ」（国内84万本）が好調に販売を伸ばしたことなど、ゲーム事業全般が好調に推移して

おります。その他の事業は、ＡＭ等事業が厳しい状況だったものの、オンラインゲーム事業、モバイル・コンテンツ

事業、出版事業、その他事業は全般的に順調に推移しております。

ＡＭ等事業については、7月に業務用カラオケ事業を売却しており、下期においても各事業の効率化を推進していく予

定でおります。また、営業費用、設備投資において、上期に発生予定であった費用および購入予定であった次世代機

向け開発機材の購入などが、一部、下期に繰延べられる予定となっております。
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(6）事業等のリスク

　当社の経営成績に影響を与える可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、将来に関する事項は、

平成18年11月17日現在において当社が判断したものであります。

①　経済環境の変化について

　消費者の消費支出を減少させるような経済情勢の著しい低迷は、当社の扱っているエンタテインメント分野の製

品・サービスに対する需要を低減させる恐れがあり、これによって当社グループの業績が影響を受ける可能性があ

ります。

②　デジタル・コンテンツ市場における顧客嗜好の変化、技術革新の急速な進展等に対する当社の対応能力について

　「中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題」に記載した大変革期に当社が適時的確に対応できない場合、当

社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

③　プラットフォームの更新及び対応について

　当社グループの主に家庭用ゲームソフト販売事業は、家庭用ゲーム機、いわゆるプラットフォームの世代交代や

それに伴う製造元の戦略の変更等の影響を受ける可能性があります。プラットフォームの世代交代期においては、

消費者がゲームソフトを買い控える傾向もあり、それによって販売の伸び悩みなど、当社グループの業績が影響を

受ける可能性があります。

④　新しいコンテンツ・サービスの創造や海外展開を核とする当社の成長戦略を担う人材の確保について

　当社グループは、急速な勢いで事業の拡大、成長を続けております。このような当社の成長スピードに適時的確

な人材の育成が追いつかない場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

⑤　国際的事業拡大について

　当社グループは、ゲーム、オンラインゲーム、モバイル・コンテンツに関する事業において、国際的な事業拡大

を進めておりますが、当社グループが海外事業を展開している国における市場動向、政治・経済、法律、文化、宗

教、習慣その他によって、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

⑥　為替リスクについて

　当社は、北米・欧州・アジアに在外連結子会社を設立しております。当該子会社において獲得した現地通貨は、

主として現地での決済に使用するほか、現地での投資に振り向けることから、実質的な為替リスクは軽減されてお

ります。しかしながら、外貨建ての在外連結子会社の売上、費用、資産等は、連結財務諸表の作成時に円換算する

ため、換算時の為替レートが予想を越えて大幅に変動した場合には、当社グループの業績が影響を受ける場合があ

ります。

⑦　風俗営業法について

　ゲーム施設運営事業は「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」及びその関連法令により規制を受

けております。その内容は、店舗開設及び運営に関する許認可、営業時間帯の制限（条例によって異なりますが、

主として午前０時から午前１０時までは営業禁止）、入場者の年齢制限（条例によって異なりますが、主として１

６歳未満は午後６時以降、１８歳未満は午後１０時以降入場禁止）、出店地域の規制、施設の構造・内装・照明・

騒音等に関する規制などです。当社グループは、同法の規制を遵守しつつ積極的に店舗展開を進めておりますが、

新たな法令の制定等規制の内容が変更された場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑧　個人情報の管理について

　個人情報保護法の施行に伴い、情報の取り扱いに対する意識の向上を目的とした社員教育をより一層充実させる

とともに、全社の個人情報の洗い出しを行い、適時改善を進めております。

またデータベースへのアクセス環境、セキュリティシステムの適時改善、情報へのアクセス者の限定、牽制システ

ムの構築、お客様からの問合せ対応など、管理体制もより一層強化しております。

現在まで当社においては、情報漏えいは発生しておらず、今後もシステムの見直しと社員教育を充実させ個人情報

保護に万全を期してまいりますが、個人情報が流出した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。
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⑨　事故・災害について

　当社グループは、テロ、感染症、食中毒、火災、停電、システム・サーバーダウン、地震、風水害、その他の事

故・災害によるマイナス影響を最小化するために、定期的な災害防止検査、設備点検、防災訓練等を行っておりま

すが、影響を完全に防止または軽減できる保証はありません。

　大規模な地震、その他事業の継続に支障をきたす事故・災害が生じた場合、当社グループの業績に影響を与える

可能性があります。

⑩　訴訟等について

　当社グループは、業務の遂行にあたりコンプライアンスの徹底、第三者の権利尊重などの遵法経営を推進してお

りますが、国内外の事業活動の遂行にあたり訴訟を提起されるリスクを負っており、その結果、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。
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４．中間連結財務諸表等
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金   53,489   91,149    75,257  

２．受取手形及び売掛金 ※3  18,267   23,013    33,215  

３．たな卸資産   6,182   6,677    5,489  

４．コンテンツ制作勘定   16,173   9,301    7,312  

５．繰延税金資産   3,959   3,060    7,877  

６．その他   3,457   4,297    3,968  

貸倒引当金   △584   △576    △868  

流動資産合計   100,945 56.7  136,924 64.5 35,978  132,251 62.0

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産            

(1）建物及び構築物  18,896   18,518    18,694   

 減価償却累計額  11,141 7,754  11,844 6,673   11,546 7,148  

(2）工具器具備品  11,401   12,705    12,481   

 減価償却累計額  8,282 3,118  8,984 3,721   8,761 3,719  

(3）アミューズメント
機器

 57,176   47,133    58,733   

 減価償却累計額  43,726 13,449  35,476 11,657   45,292 13,440  

(4）土地   5,518   5,437    5,516  

(5）建設仮勘定   261   74    159  

(6）その他  33   26    26   

 減価償却累計額  20 12  18 8   15 10  

有形固定資産合計   30,116 16.9  27,574 13.0 △2,542  29,995 14.1

２．無形固定資産            

(1）連結調整勘定  20,526   －    23,446   

(2）のれん  －   21,043    －   

 (3）その他  2,297 22,823 12.8 1,534 22,578 10.6 △245 1,942 25,389 11.9

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券  1,116   1,187    1,459   

(2）長期貸付金  11   169    173   

(3）差入保証金  18,087   17,103    17,361   

(4）建設協力金  2,325   2,054    2,158   

(5）破産更生債権等  2,308   2,211    2,240   

(6）繰延税金資産  3,328   7,167    6,523   

(7）その他  1,212   546    533   

貸倒引当金  △4,299 24,090 13.6 △5,386 25,053 11.8 963 △4,738 25,712 12.0

固定資産合計   77,030 43.3  75,206 35.5 △1,824  81,097 38.0

資産合計   177,976 100.0  212,130 100.0 34,153  213,348 100.0

            

－ 12 －



  
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．支払手形及び買掛金   10,121   11,241    12,124  

２．短期借入金   40,000   －    －  

３．未払金   2,375   10,609    6,509  

４．未払費用   5,544   6,131    6,413  

５．未払法人税等   534   898    4,848  

６．前受金   832   726    991  

７．預り金   403   496    421  

８．賞与引当金   1,698   1,598    2,648  

９．返品調整引当金   1,118   1,624    1,186  

10．店舗閉鎖損失引当金   139   229    292  

11．その他 ※１  972   2,207    2,405  

流動負債合計   63,739 35.8  35,762 16.9 △27,977  37,840 17.8

Ⅱ　固定負債            

１．社債   －   50,000    50,000  

２．退職給付引当金   3,239   2,851    3,001  

３．役員退職引当金   174   205    189  

４．その他   164   201    202  

固定負債合計   3,578 2.0  53,259 25.0 49,680  53,394 25.0

負債合計   67,318 37.8  89,021 42.0 21,703  91,234 42.8

            

（少数株主持分）            

少数株主持分   4,211 2.4  － －   1,120 0.5

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   7,684 4.3  － －   7,803 3.7

Ⅱ　資本剰余金   36,925 20.7  － －   37,044 17.4

Ⅲ　利益剰余金   62,252 35.0  － －   76,022 35.6

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  380 0.2  － －   531 0.2

Ⅴ　為替換算調整勘定   △327 △0.2  － －   97 0.0

Ⅵ　自己株式   △468 △0.3  － －   △506 △0.2

資本合計   106,446 59.8  － －   120,993 56.7

負債、少数株主持分及
び資本合計

  177,976 100.0  － －   213,348 100.0

            

－ 13 －



前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本         

１　資本金  － － 7,825 3.7 － － －

２　資本剰余金  － － 37,066 17.4 － － －

３　利益剰余金  － － 77,120 36.4 － － －

４　自己株式  － － △516 △0.2 － － －

株主資本合計  － － 121,496 57.3 － － －

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評価差
額金

 － － 374 0.2 － － －

２　為替換算調整勘定  － － 116 0.1 － － －

評価・換算差額等合計  － － 491 0.2 － － －

Ⅲ　少数株主持分  － － 1,121 0.5 － － －

純資産合計  － － 123,109 58.0 － － －

負債純資産合計  － － 212,130 100.0 － － －

－ 14 －



(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   27,091 100.0  75,959 100.0 48,868  124,473 100.0

Ⅱ　売上原価   13,173 48.6  41,095 54.1 27,922  68,105 54.7

売上総利益   13,918 51.4  34,864 45.9 20,946  56,367 45.3

返品調整引当金戻
入額

  1,316 4.8  1,186 1.6 △129  1,316 1.1

返品調整引当金繰
入額

  1,118 4.1  1,624 2.1 505  1,186 1.0

差引売上総利益   14,116 52.1  34,427 45.4 20,310  56,497 45.4

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

           

１．荷造運賃  304   1,110    1,623   

２．広告宣伝費  2,975   3,426    7,458   

３．販売促進費  126   634    1,177   

４．貸倒引当金繰入額  －   －    101   

５．役員報酬  142   338    498   

６．給料手当  2,482   7,823    11,604   

７．賞与引当金繰入額  256   921    1,350   

８．退職給付費用  △16   266    251   

９．役員退職引当金繰
入額

 4   15    19   

10．福利厚生費  341   997    1,511   

11．賃借料  601   1,272    1,949   

12．支払手数料  1,087   1,795    3,204   

13．減価償却費  583   745    1,648   

14．その他  2,741 11,631 42.9 5,909 25,257 33.3 13,625 8,625 41,026 33.0

営業利益   2,484 9.2  9,169 12.1 6,685  15,470 12.4

Ⅳ　営業外収益            

１．受取利息  47   143    139   

２．受取配当金  22   2    23   

３．為替差益  189   114    508   

４．受取賃貸料  29   31    63   

５．受取協賛金  －   －    28   

６．設備設置協力金  －   50    79   

７．雑収入  32 321 1.2 230 572 0.8 251 202 1,046 0.9

－ 15 －



  
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用            

１．支払利息  12   0    29   

２．支払手数料  62   0    94   

３．たな卸資産除却損  －   60    151   

４．コンテンツ廃棄損  －   －    460   

５．たな卸資産評価損  －   86    190   

６．社債発行費  －   －    17   

７．持分法による投資
損失

 －   4    7   

８．雑損失  0 75 0.3 189 341 0.5 266 18 968 0.8

経常利益   2,730 10.1  9,400 12.4 6,670  15,547 12.5

Ⅵ　特別利益            

１．貸倒引当金戻入益  63   191    －   

２．事業譲渡益  －   2,738    －   

３．投資有価証券売却
益

 1,353   －    1,353   

４．その他特別利益  5 1,422 5.2 55 2,985 3.9 1,563 8 1,361 1.1

Ⅶ　特別損失            

１．固定資産売却損 ※２ 12   0    19   

２．固定資産除却損 ※１ 130   361    457   

３．減損損失 ※４ 188   166    4,426   

４．投資有価証券評価
損

※３ 91   0    91   

５．関係会社整理損  234   －    209   

６．課金処理修正損  302   －    302   

７．たな卸資産特別処
理損

 －   －    1,652   

８．のれん臨時償却  －   1,831    －   

９．貸倒引当金繰入額  －   1,588    505   

10．店舗閉鎖損失引当
金繰入額

 －   －    153   

11．その他特別損失  23 984 3.6 0 3,948 5.2 2,964 59 7,878 6.3

匿名組合損益分配
前税金等調整前中
間（当期）純利益

  3,168 11.7  8,437 11.1 5,269  9,031 7.3

－ 16 －



  
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

匿名組合損益分配
額

  22 0.1  9 0.0   40 0.1

税金等調整前中間
（当期）純利益

  3,145 11.6  8,427 11.1 5,282  8,990 7.2

法人税、住民税及
び事業税

 416   1,819    1,835   

法人税等還付金  △906   △113    △912   

法人税等調整額  1,171 681 2.5 3,404 5,110 6.7 4,428 △9,039 △8,116 △6.5

少数株主損益(△
損失)

  261 1.0  △2 △0.0   31 0.0

中間（当期）純利
益

  2,202 8.1  3,319 4.4 1,117  17,076 13.7

            

－ 17 －



(3) 中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書

 中間連結剰余金計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
 増減

(百万円)
金額（百万円）

（資本剰余金の部）         

Ⅰ　資本剰余金期首残高   36,673  － －  36,673

Ⅱ　資本剰余金増加高         

１．自己株式処分差益  0  －   0  

２．ストックオプション
による株式発行

 251 251 － － － 370 370

Ⅲ　資本剰余金中間期末（期
末）残高

  36,925  － －  37,044

         

（利益剰余金の部）         

Ⅰ　利益剰余金期首残高   65,561  － －  65,561

Ⅱ　利益剰余金増加高         

１．中間（当期）純利益  2,202 2,202 － － － 17,076 17,076

Ⅲ　利益剰余金減少高         

１．配当金  5,511  －   6,616  

２．役員賞与  － 5,511 － － － － 6,616

Ⅳ　利益剰余金中間期末（期
末）残高

  62,252  － －  76,022

         

－ 18 －



中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
7,803 37,044 76,022 △506 120,364

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行（百万円） 22 22   44

利益処分による配当（百万円）   △2,211  △2,211

中間純利益（百万円）   3,319  3,319

自己株式の処分（百万円）  △0  1 1

自己株式の取得（百万円）    △12 △12

新規連結に伴う剰余金の増減

（百万円）
  △10  △10

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

（百万円）

     

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
22 21 1,098 △10 1,131

平成18年９月30日　残高

（百万円）
7,825 37,066 77,120 △516 121,496

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
531 97 628 1,120 122,114

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行（百万円）     44

利益処分による配当（百万円）     △2,211

中間純利益（百万円）     3,319

自己株式の処分（百万円）     1

自己株式の取得（百万円）     △12

新規連結に伴う剰余金の増減

（百万円）
    △10

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

（百万円）

△156 19 △137 0 △137

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
△156 19 △137 0 994

平成18年９月30日　残高

（百万円）
374 116 491 1,121 123,109

－ 19 －



(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

     

税金等調整前中間
（当期）純利益

 3,145 8,427 5,282 8,990

減価償却費  850 5,247 4,397 8,419

減損損失  － 166 166 4,426

貸倒引当金の増減額
(△は減少額)

 △97 352 449 611

賞与引当金の増減額
(△は減少額)

 △305 △1,049 △743 643

返品調整引当金の増
減額(△は減少額)

 △208 433 642 △155

退職給付引当金の増
減額(△は減少額)

 △59 △150 △90 △1,213

役員退職引当金の増
減額(△は減少額)

 4 15 11 19

その他引当金の増減
額(△は減少額) 

 － △62 △62 153

受取利息及び配当金  △70 △145 △74 △163

支払利息  12 0 △12 29

固定資産除売却損益  142 359 217 476

事業譲渡益  － △2,738 △2,738 －

のれん臨時償却  － 1,831 1,831 －

投資有価証券売却益  △1,353 － 1,353 △1,353

投資有価証券評価損  91 0 △90 91

売上債権の増減額(△
は増加額)

 △1,740 9,863 11,603 △16,330

たな卸資産の増減額
(△は増加額)

 △631 △3,244 △2,613 9,140

仕入債務の増減額(△
は減少額)

 120 △510 △630 1,797

未払消費税等の増減
額(△は減少額)

 △979 △701 277 102

その他流動資産の増
減額(△は増加額)

 △52 △335 △282 57

その他固定資産の増
減額(△は増加額)

 △304 77 382 358

その他流動負債の増
減額(△は減少額)

 △1,349 3,587 4,937 391

その他  904 395 △508 2,643

小計  △1,882 21,822 23,705 19,138

利息及び配当金の受
取額

 24 155 130 121

利息の支払額  △9 △0 9 △30

法人税等の支払額  △9,024 △4,654 4,370 △10,054

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △10,891 17,323 28,215 9,174

－ 20 －



  
前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

     

有形固定資産の取得
による支出

 △508 △4,187 △3,678 △8,258

無形固定資産の取得
による支出

 △27 △155 △128 △340

投資有価証券の売却
による収入

 1,504 － △1,504 1,504

事業譲渡による収入  － 4,645 4,645 －

関係会社株式の取得
による支出

 △53,143 △63 53,080 △53,747

差入保証金の返金に
よる収入

 22 432 410 1,160

差入保証金の差入に
よる支出

 △47 △94 △47 △234

その他  16 94 77 △122

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △52,183 669 52,853 △60,039

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

     

短期借入金の増減額
(△は減少額)

 40,000 － △40,000 －

短期借入による収入  － － － 40,000

短期借入金返済によ
る支出

 － － － △40,000

社債の発行による収
入

 － － － 50,000

自己株式の取得によ
る支出

 △67 △12 55 △104

配当金の支払額  △5,493 △2,217 3,275 △6,617

少数株主への配当金
の支払額

 △2 △2 0 －

その他  502 45 △456 876

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 34,939 △2,186 △37,126 44,153

Ⅳ　現金及び現金同等物に
係る換算差額

 376 72 △304 719

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額(△は減少額)

 △27,759 15,879 43,638 △5,991

Ⅵ　現金及び現金同等物期
首残高

 81,243 75,252 △5,991 81,243

Ⅶ　新規連結子会社増加に
伴う現金及び現金同等
物の増加高

 － 13 13 －

Ⅷ　現金及び現金同等物中
間期末（期末）残高

※１ 53,484 91,144 37,660 75,252
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　17社及び1任意組合

主要な連結子会社の名称

㈱デジタルエンタテインメントアカデ

ミー

コミュニティーエンジン㈱

㈱ゲームデザイナーズ・スタジオ

SQUARE ENIX,INC.

SQUARE L.L.C.

SQUARE PICTURES, INC.

SQUARE ENIX LTD.

SQUARE ENIX (China) CO., LTD.

SQUARE ENIX WEBSTAR NETWORK 

TECHNOLOGY (BEIJING) CO.,LTD.

COMMUNITY ENGINE NETWORK SOFTWARE

(BEIJING)CO.,LTD.

UIEVOLUTION,INC.

FF・フィルム・パートナーズ（任意組

合）

  ㈱タイトー

  北京泰信文化娯楽有限公司

  TAITO KOREA CORPORATION

  ㈱タイトーアルト

  ㈱エフォート

  ㈱タイトーテック

 

 

  なお、当中間連結会計期間において、 

㈱タイトー、北京泰信文化娯楽有限公

司、TAITO KOREA CORPORATION、㈱タイ

トーアルト、㈱エフォート、㈱タイトー

テックについては、平成17年9月30日を

当社による支配獲得日とみなして中間

連結財務諸表を作成しており、平成17

年9月30日現在の貸借対照表のみ連結し

ております。

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　18社及び1任意組合

主要な連結子会社の名称

㈱デジタルエンタテインメントアカデ

ミー

コミュニティーエンジン㈱

㈱タイトー

SQUARE ENIX,INC.

SQUARE L.L.C.

SQUARE PICTURES, INC.

SQUARE ENIX LTD.

SQUARE ENIX (China) CO., LTD.

SQUARE ENIX WEBSTAR NETWORK 

TECHNOLOGY (BEIJING) CO.,LTD.

COMMUNITY ENGINE NETWORK SOFTWARE

(BEIJING)CO.,LTD.

UIEVOLUTION,INC.

FF・フィルム・パートナーズ（任意組

合）

北京易通幻龍網絡科技有限公司

  北京泰信文化娯楽有限公司

  TAITO KOREA CORPORATION

  ㈱タイトーアルト

  ㈱エフォート

  ㈱タイトーテック

 ㈱UIEジャパン

 

  なお、当中間連結会計期間において、

㈱UIEジャパンは、連結子会社となりま

した。

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　17社及び1任意組合

主要な連結子会社の名称

㈱デジタルエンタテインメントアカデ

ミー

コミュニティーエンジン㈱

㈱タイトー

SQUARE ENIX,INC.

SQUARE L.L.C.

SQUARE PICTURES, INC.

SQUARE ENIX LTD.

SQUARE ENIX (China) CO., LTD. 

SQUARE ENIX WEBSTAR NETWORK 

TECHNOLOGY (BEIJING) CO.,LTD.

COMMUNITY ENGINE NETWORK SOFTWARE

(BEIJING)CO.,LTD.

UIEVOLUTION,INC.

FF・フィルム・パートナーズ（任意組

合）

北京易通幻龍網絡科技有限公司

  北京泰信文化娯楽有限公司

  TAITO KOREA CORPORATION

  ㈱タイトーアルト

  ㈱エフォート

  ㈱タイトーテック

 

 

北京易通幻龍網絡科技有限公司は、2005

年8月に設立し当連結会計年度より連結

子会社となりました。

また、当連結会計年度において、㈱ゲー

ムデザイナーズ・スタジオは、商号を㈱

SQEXに変更した後、平成18年3月31日付

けで ㈱タイトーを吸収合併し、同日商

号を㈱タイトーに変更いたしました。

なお、当連結会計年度において、 ㈱タ

イトー、北京泰信文化娯楽有限公司、

TAITO KOREA CORPORATION、㈱タイトー

アルト、㈱エフォート、㈱タイトーテッ

クについては、平成17年9月30日を当社

による支配獲得日とみなして連結財務諸

表を作成しております。

また、SQUARE ENIX WEBSTAR 

NETWORK TECHNOLOGY(BEIJING)CO.,LTD.

は、現在清算手続き中であります。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）主要な非連結子会社の名称等

㈱ソリッド

北京易通幻龍網絡科技有限公司 

 

(2）主要な非連結子会社の名称等

㈱ソリッド

ZERO RESEARCH LTD. 

㈱ＳＧラボ 

㈱スタイルウォーカー 

㈱プレイオンライン 

なお、㈱ＳＧラボ 、㈱スタイルウォー

カー及び ㈱プレイオンライン は、当

中間連結会計期間に設立いたしました。

 

(2）主要な非連結子会社の名称等

㈱ソリッド

㈱UIEジャパン 

ZERO RESEARCH LTD. 

なお、㈱UIEジャパン及び ZERO 

RESEARCH LTD. は、当連結会計年度に

設立いたしました。

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、

合計の総資産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、

合計の総資産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社数

1社

㈱バルテック

 

 

 

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社数

3社

㈱バルテック

Kaaku Ltd.

Kaasa Solution GmbH

 

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社数

3社

㈱バルテック

Kaaku Ltd.

Kaasa Solution GmbH

 

なお、当中間連結会計期間において、㈱

バルテックを持分法適用会社としました。

  

持分法を適用していない非連結子会社（㈱

ソリッド、北京易通幻龍網絡科技有限公

司）及び関連会社（㈱ビーエムエフ、有

限会社草薙）については、中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

るため、持分法の適用範囲から除外して

おります。

なお、当中間連結会計期間において、

SQUARE U.S.A.,INC.は清算を結了しまし

た。また、㈱マッグガーデンについては、

所有する株式を全て売却しました。

持分法を適用していない非連結子会社（㈱

ソリッド、ZERO RESEARCH LTD. 、㈱ＳＧ

ラボ 、㈱スタイルウォーカー、 ㈱プレ

イオンライン 及び関連会社（㈱ビーエム

エフ、有限会社草薙、㈱ブレイブ）につ

いては、中間純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であるため、持分法の

適用範囲から除外しております。

持分法を適用していない非連結子会社(㈱

UIEジャパン、ZERO RESEARCH LTD.、㈱ソ

リッド)及び関連会社(㈱ビーエムエフ、

有限会社草薙)については、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

るため、持分法の適用範囲から除外して

おります。

なお、㈱バルテック、Kaaku Ltd.、

Kaasa Solution GmbHは、当連結会計年度

において㈱タイトーを連結子会社とした

ことによるものであります。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、SQUARE PICTURES, 

INC. COMMUNITY ENGINE NETWORK 

SOFTWARE(BEJING)CO.,LTD 、SQUARE 

ENIX (China) CO., LTD.及びFF・フィル

ム・パートナーズ（任意組合）の中間決算

日は6月末日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、6

月末日の財務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っております。

連結子会社のうち、北京泰信文化娯楽有限

公司及びSQUARE ENIX WEBSTAR NETWORK　

TECHNOLOGY(BEIJING)

CO.,LTD.の中間決算日は6月末日でありま

す。

中間連結財務諸表の作成に当たって、同社

については、中間連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表を使用して

おります。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、SQUARE ENIX 

(China) CO., LTD.、北京易通幻龍網絡科

技有限公司、COMMUNITY ENGINE NETWORK 

SOFTWARE (BEIJING) CO., LTD.、北京泰信

文化娯楽有限公司、

SQUARE PICTURES,INC.及びFF・フィル

ム・パートナーズ(任意組合)の中間決算日

は６月末日であります。

中間連結財務諸表の作成に当たっては、6

月末日の財務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っております。

連結子会社のうち、SQUARE ENIX WEBSTAR 

NETWORK　TECHNOLOGY(BEIJING)

CO.,LTD.の中間決算日は6月末日でありま

す。

中間連結財務諸表の作成に当たって、同社

については、中間連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表を使用して

おります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、SQUARE ENIX 

(China) CO., LTD.、北京易通幻龍網絡科

技有限公司、COMMUNITY ENGINE NETWORK 

SOFTWARE (BEIJING) CO., LTD.、北京泰信

文化娯楽有限公司、

SQUARE PICTURES,INC.及びFF・フィル

ム・パートナーズ(任意組合)の決算日は

12月末日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、12月末

日の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。

なお、SQUARE ENIX

WEBSTAR NETWORK TECHNOLOGY(BEIJING)

CO.,LTD.については、当連結会計年度で実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用して

おります。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算出し

ております。）

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算出

しております。）

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算出してお

ります。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの 

  同左

時価のないもの 

  同左

(ロ）たな卸資産

商製品

月別総平均法による原価法

なお、一部連結子会社は移動平均

法による原価法 

(ロ）たな卸資産

商製品

  同左

(ロ）たな卸資産

商製品

同左

コンテンツ制作勘定

個別法による原価法

コンテンツ制作勘定

同左

コンテンツ制作勘定

同左

アミューズメント機器

個別法による原価法

アミューズメント機器

  同左

アミューズメント機器

同左

仕掛品

月別総平均法による原価法

なお、一部連結子会社は移動平均

法による原価法 

仕掛品

  同左

仕掛品

同左

貯蔵品

最終仕入原価法

 

貯蔵品

同左

 

貯蔵品

同左

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ）有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法（た

だし、平成10年4月1日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）は定額法）

を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　　　３～65年

工具器具備品　　　　　　３～15年

アミューズメント機器　　３～８年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ）有形固定資産

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ）有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採

用しております。ただし、平成10年4月

1日以降に取得した建物（建物附属設備

は除く）は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　　　３～65年

工具器具備品　　　　　　３～15年

アミューズメント機器　　３～８年

(ロ）無形固定資産

当社及び国内連結子会社は自社利用の

ソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用期間（５年）に基づく定額

法、それ以外の無形固定資産について

は、商標権は10年間、営業権は５年間

の均等償却による定額法を採用してお

ります。

(ロ）無形固定資産

当社及び一部連結子会社は自社利用の

ソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用期間（５年）に基づく定額

法、それ以外の無形固定資産について

は、商標権は10年間の均等償却による

定額法を採用しております。

(ロ）無形固定資産

当社及び国内連結子会社は自社利用の

ソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用期間（５年）に基づく定額

法、それ以外の無形固定資産について

は、商標権は10年間、営業権は５年間

の均等償却による定額法を採用してお

ります。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

同左

(3）重要な引当金の計上基準

(イ）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(ロ）賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員に

対する賞与の支給に充てるため、当中

間連結会計期間に負担すべき支給見込

額を計上しております。

(ロ）賞与引当金

同左

(ロ）賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員に

対する賞与の支給に充てるため、当連

結会計年度に負担すべき支給見込額を

計上しております。

(ハ）返品調整引当金

当社及び一部連結子会社は、出版物の

返品による損失に備えるため、当中間

連結会計期間以前の実績に基づき必要

額を計上しております。

また、ゲームソフトの返品による損失

に備えるため、タイトル毎に将来の返

品の可能性を勘案して、返品損失の見

込み額を計上しております。

(ハ）返品調整引当金

同左

(ハ）返品調整引当金

当社及び一部連結子会社は、出版物の

返品による損失に備えるため、当連結

会計年度以前の実績に基づき必要額を

計上しております。また、ゲームソフ

トの返品による損失に備えるため、タ

イトル毎に将来の返品の可能性を勘案

して、返品損失の見込額を計上してお

ります。

(ニ）店舗閉鎖損失引当金

当中間連結会計期間に閉店を決定した

店舗の閉店により、今後発生すると見

込まれる損失について、合理的に見積

られる金額を計上しております。

(ニ）店舗閉鎖損失引当金

一部連結子会社は、当中間連結会計期

間に閉店を決定した店舗の閉店により、

今後発生すると見込まれる損失につい

て、合理的に見積られる金額を計上し

ております。

 (ニ）店舗閉鎖損失引当金

一部連結子会社は、当連結会計年度に

閉店を決定した店舗の閉店により、今

後発生すると見込まれる損失について、

合理的に見積もられる金額を計上して

おります。

(ホ）退職給付引当金

当社は従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。数理計算

上の差異は、発生の翌連結会計年度に

一括費用処理することとしておりま

す。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（1年）による按分額を費用処理してお

ります。また、一部国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるため、退職

一時金制度について自己都合退職によ

る当中間連結会計期間末要支給額を計

上しております。

 

(ホ）退職給付引当金

当社及び一部連結子会社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において

発生していると認められる額を計上し

ております。数理計算上の差異は、発

生の翌連結会計年度に一括費用処理す

ることとしております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（1年）による按分額を費用処理してお

ります。また、一部国内連結子会社は、

従業員の退職給付に備えるため、退職

一時金制度について自己都合退職によ

る当中間連結会計期間末要支給額を計

上しております。

 

(ホ）退職給付引当金

当社及び一部連結子会社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。数理計算上

の差異は、発生の翌連結会計年度に一

括費用処理することとしております。

また一部の連結子会社は、各期の発生

時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額

法により、それぞれの発生年度の翌年

から費用処理することとしております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（1年又は５年）による按分額を費用処

理しております。

また、一部国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、退職一時金

制度について自己都合退職による当連

結会計年度末要支給額を計上しており

ます。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(ヘ）役員退職引当金

当社及び一部連結子会社は、役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく当中間連結会計期間末要支給額

を計上しております。

(ヘ）役員退職引当金

同左

(ヘ）役員退職引当金

当社及び一部連結子会社は、役員の退

職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計

上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、

中間連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、

中間連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。

(5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

同左

(6）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(イ）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

(6）その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(イ）消費税等の会計処理

同左

(6）その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

(イ）消費税等の会計処理

同左

(ロ）在外子会社の会計基準

在外子会社は主として所在国の会計基

準により認められた方法によっており

ます。

(ロ）在外子会社の会計基準

同左

(ロ）在外子会社の会計基準

同左

(ハ）連結調整勘定の償却に関する事項

５年または20年の均等償却によってお

ります。

(ハ）のれんの償却に関する事項

５年又は20年の均等償却によっており

ます。ただし、金額が僅少なのれんに

ついては発生事業年度に全額償却して

おります。

(ハ）連結調整勘定の償却に関する事項

５年又は20年の均等償却を行っており

ます。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲

同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会　平成１４年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号　平成１５

年１０月３１日）を適用しております。こ

れにより税金等調整前中間純利益は188百万

円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。

 

─────

 （固定資産の減損に係る会計基準）

当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会　平成１４年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成１５年１

０月３１日）を適用しております。これに

より税金等調整前当期純利益は4,426百万円

減少しております。なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇所に記載しており

ます。

また、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。

 

 ─────

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号　平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号　平成17年12月９日）を適

用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は121,987百万円であります。

なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中

間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の中間連結財務諸表規則により作成してお

ります。

 

 ─────

 

 ─────

 （企業結合に係る会計基準等）

当中間連結会計期間より、「企業結合に係

る会計基準」(「企業結合に係る会計基準の

設定の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成15年10月31日))及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準第７号 平

成17年12月27日)並びに「企業結合会計基準

及び事業分離会計基準に関する適用指針」

(企業会計基準適用指針第10号 平成17年12

月27日)を適用しております。

 

 ─────

－ 27 －



表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

（中間連結貸借対照表）

─────

（中間連結貸借対照表）

中間連結財務諸表規則の改正により、前中間

連結会計期間における「連結調整勘定」及び

無形固定資産の「その他」に含めておりまし

た「営業権」は、当中間連結会計期間から「の

れん」と表示しております。なお、前中間連

結会計期間の無形固定資産の「その他」に含

まれる「営業権」は、540百万円であります。

  

追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

───── ───── ─────

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

※１　消費税等の会計処理

未払消費税等は、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

※１　消費税等の会計処理

同左

※１　消費税等の会計処理

─────

　２　保証債務 　２　保証債務 　２　保証債務

当社は、連結子会社である

SQUARE　ENIX ,INCの

SONY COMPUTER ENTERTAINMENT 

AMERICA INC.に対する一切の債務につき、

15百万米ドルを上限とする根保証を行っ

ております。なお、平成17年9月末日現在

発生している債務はありません。

その他に、国内連結子会社において、カ

ラオケ販売先のリース料債務に対する債

務保証額は78百万円であります。

当社は、連結子会社であるSQUARE 

ENIX,INC.の

SONY COMPUTER ENTERTAINMENT AMERICA 

INC.に対する一切の債務につき、15百万

米ドルを上限とする根保証を行っており

ます。なお、平成18年９月末日現在発生

している債務は14百万ドルであります。

当社の連結子会社である株式会社タイトー

は、業務用オーディオビジュアル販売先

（42社）のダイヤモンドアセットファイ

ナンス（株）に対するリース料債務につ

き、24百万円の保証をしております。

当社は、連結子会社であるSQUARE 

ENIX,INC.の

SONY COMPUTER ENTERTAINMENT AMERICA 

INC.に対する一切の債務につき、15百万

米ドルを上限とする根保証を行っており

ます。なお、平成18年３月末日現在発生

している債務はありません。また、連結

子会社である株式会社タイトーの当座貸

越契約債務（限度額41,000百万円）に対

し保証をしております。

なお、平成18年３月末日現在発生してい

る債務はありません。

当社の連結子会社である株式会社タイトー

は、業務用オーディオビジュアル販売先

の東京リース株式会社及び京セラリーシ

ング株式会社に対するリース料債務につ

き、60百万円の保証をしております。

※３　中間連結会計期間末日満期手形

─────

※３　中間連結会計期間末日満期手形

中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、当中間連結会計期間の末

日が金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しており

ます。当中間連結会計期間末日満期手形

の金額は、次のとおりであります。

※３　連結会計年度末日満期手形

─────

 受取手形　　　　103百万円  
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　固定資産除却損の内訳 ※１　固定資産除却損の内訳 ※１　固定資産除却損の内訳

工具器具備品   120百万円

建物及び構築物   ０百万円

ソフトウェア   ９百万円

計   130百万円

工具器具備品    50百万円

建物及び構築物     19百万円

アミューズメント機器    280百万円

ソフトウェア    10百万円

その他     1百万円

計    361百万円

建物及び構築物     52百万円

工具器具備品    220百万円

アミューズメント機器    159百万円

ソフトウェア     22百万円

その他     3百万円

計    457百万円

※２　固定資産売却損の内訳 ※２　固定資産売却損の内訳 ※２　固定資産売却損の内訳

工具器具備品   12百万円 工具器具備品     0百万円 工具器具備品     19百万円

※３　投資有価証券評価損は、実質価額の著

しく下落している有価証券の評価損であ

ります。

※３ 　同左 ※３　同左

－ 29 －



前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※４　減損損失

当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失

を計上しております。

 

場所 用途 種類

 千葉県流山市  遊休資産  土地

 徳島県徳島市  遊休資産  土地 

当社グループは、各事業の種類別セグメン

トから生じるキャッシュ・イン・フローが

商製品やサービスの性質、市場などの類似

性等によって相互補完的であることから、

事業用資産の全体を一つの資産グループと

し、事業の用に直接供していない遊休資産

については個々にグルーピングしておりま

す。また、本社関連資産、福利厚生施設等

の資産については共用資産としておりま

す。

上記の資産グループについては、遊休状態

であり、帳簿価額に対し市場価格が著しく

下落しており、今後の使用見込みが未確定

なため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（188百万円）と

して特別損失に計上いたしました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、

正味売却価額を適用し、時価は原則として

不動産鑑定評価により算定しております。

 

※４　減損損失

当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失

を計上しております。

 

場所 用途 種類

 埼玉県熊谷市
 遊休資産・回

線

 建物・土地・

電話加入権

 東京都千代田

区
 遊休資産

 工具器具備

品・のれん・

ソフトウェ

ア・長期前払

費用

当社グループは、各事業の種類別セグメン

トから生じるキャッシュ・イン・フローが

商製品やサービスの性質、市場などの類似

性等によって相互補完的であることから、

事業用資産の全体を一つの資産グループと

し、事業の用に直接供していない遊休資産

については個々にグルーピングしておりま

す。また、本社関連資産、福利厚生施設等

の資産については共用資産としておりま

す。

上記の資産グループの内、建物、土地、電

話加入権については遊休状態であり、帳簿

価額に対し市場価格が著しく下落しており、

今後の使用見込みが未確定なため、帳簿価

額を回収可能限度額まで減額し、当該減少

額を減損損失（99百万円）として特別損失

に計上いたしました。回収可能価額の算定

にあたっては正味売却価額又は使用価値を

適用し、時価は原則として不動産鑑定評価

により算出しております。　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　また、Ｅコマース資産においては、需要

の落ち込みのため工具器具備品、のれん、

ソフトウェア、長期前払費用について、将

来キャッシュフローの簿価を上回る見込み

が無いと判断されたために、帳簿価額を減

損損失（66百万円）として特別損失に計上

しております。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

 

※４　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

 

場所 用途 種類 減損損失

   (百万円)

千葉県流山市 遊休資産 土地 42

徳島県徳島市 遊休資産 土地  146

東京都千代田

区他
遊休資産

電話加入

権
 9

韓国（TAITO 

KOREA 

CORPORATION

）

 営業権  260

米国

（UIEVOLUTIO

N, 

INC.）

 
連結調整

勘定
 3,926

その他    41

 合計    4,426

当社グループは、各事業の種類別セグメン

トから生じるキャッシュ・イン・フローが

商製品やサービスの性質、市場などの類似

性等によって相互補完的であることから、

事業用資産の全体を一つの資産グループと

し、事業の用に直接供していない遊休資産

については個々にグルーピングしておりま

す。また、本社関連資産、福利厚生施設等

の資産については共用資産としておりま

す。

上記の資産グループのうち、遊休資産につ

いては、帳簿価額に対し市場価格が著しく

下落しており、今後の使用見込みが未確定

なため、帳簿価額を回収可能限度額まで減

額し、当該減少額を減損損失（198百万円）

として特別損失に計上いたしました。なお、

当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額を適用し、時価は、原則として不

動産鑑定評価により算定しております。ま

た、韓国（TAITO KOREA CORPORATION）の営

業権については、韓国内におけるアミュー

ズメント施設の取得当初予定されていた超

過収益力が減少したため、回収可能価額ま

での当該減少額を損失として減損損失（260

百万円）を特別損失に計上いたしました。

米国（UIEVOLUTION, INC.）の連結調整勘定

については、将来のキャッシュ・イン・フ

ローの見込額と帳簿価額を比較して、現時

点で回収が見込めないと想定される額を損

失として減損損失（3,926百万円）を特別損

失に計上いたしました。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末　

株式数（千株）

当中間連結会計期間

増加株式数（千株）

当中間連結会計期間

減少株式数（千株）

当中間連結会計期間

末株式数（千株）

 発行済株式     

 　　普通株式　（注）１ 110,729 20 － 110,750

合計 110,729 20 － 110,750

 自己株式     

 　　普通株式　（注）２ 182 4 0 186

合計 182 4 0 186

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加20千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加20千株であり

ます。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取りによる増加4千株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の　

目的となる　　

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結会　

計期間末残高

（百万円）

前連結会計年度

末 

当中間連結会

計期間増加 

当中間連結会

計期間減少 

当中間連結会計

期間末 

 提出会社

 

平成13年6月23日開催定時株主総

会決議新株予約権（注）１
　 普通株式 327,165 － 327,165 － －

平成14年6月22日開催定時株主総

会決議新株予約権（注）２
   普通株式 1,621,545 － 20,485 1,601,060 －

平成16年6月19日開催定時株主総

会決議新株予約権（注）３
 　普通株式 561,000 － 4,000 557,000 －

平成17年6月18日開催定時株主総

会決議新株予約権（第1回）

（注）４

   普通株式 902,000 － － 902,000 －

平成17年6月18日開催定時株主総

会決議新株予約権（第2回）

（注）５

   普通株式 7,000 － － 7,000 －

平成17年11月9日開催の取締役会

決議に基づく2010年満期円貨建新

株予約権付社債

 　普通株式 9,803,921 － － 9,803,921 －

 合計  － 13,222,631 － 351,650 12,870,981 －

（注）１．平成13年6月23日開催定時株主総会決議新株予約権の減少は、新株予約権の消却及び行使期間満了によるもの　

　　　　　であります。

２．平成14年6月22日開催定時株主総会決議新株予約権の減少は、新株予約権の行使によるものであります。

３．平成16年6月19日開催定時株主総会決議新株予約権の減少は、新株予約権の消却によるものであります。

４．平成17年6月18日開催定時株主総会決議新株予約権（第1回）は権利行使期間の初日が到来しておりません。

５．平成17年6月18日開催定時株主総会決議新株予約権（第2回）は権利行使期間の初日が到来しておりません。
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３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月24日

定時株主総会
普通株式 2,210 20  平成18年３月31日  平成18年６月26日

（２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月17日

取締役会
普通株式 1,105 利益剰余金 10  平成18年９月30日  平成18年12月８日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定  53,489百万円

預入期間が3ヶ月を超え

る定期預金
   △５百万円

現金及び現金同等物  53,484百万円

現金及び預金勘定  91,149百万円

預入期間が3ヶ月を超え

る定期預金
△５百万円

現金及び現金同等物  91,144百万円

現金及び預金 75,257百万円

預入期間が3ヶ月を超え

る定期預金

△５百万円

現金及び現金同等物 75,252百万円

 

─────

 ２ 営業譲渡により減少した資産及び負債の

主な内訳

当社の連結子会社である㈱タイトーのカラオ

ケ事業の営業譲渡により減少した資産及び負

債の主な内容は次のとおりであります。

（百万円）

流動資産 526

固定資産 1,871

資産合計 2,397

流動負債 614

負債合計 614

２  株式の取得により新たに連結子会社となっ

た主な会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに株式会社タイトー及

びその関係会社を連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びにタイトー株

式の取得価額と株式会社タイトー及びその関

係会社取得のための支出（純額）との関係は

次のとおりであります。

（百万円）

流動資産 26,776

固定資産 41,508

連結調整勘定 15,975

流動負債 △15,298

固定負債 △2,641

少数株主持分 △3,246

株式の取得価額 63,074

現金及び現金同等物 △9,930

差引：株式取得のための支出 53,143
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①　リース取引

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

建物及び構築
物

1,278 110 1,167

工具器具備品 1,822 1,019 803

合計 3,100 1,129 1,970

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

建物及び構築
物

1,282 316 965

工具器具備品 1,334 646 687

合計 2,616 963 1,652

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物及び構築
物

1,278 213 1,064

工具器具備品 1,802 984 818

合計 3,080 1,197 1,882

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

　同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

１年内  444百万円

１年超 1,526百万円

合計   1,970百万円

１年内     444百万円

１年超      1,208百万円

合計        1,652百万円

１年内    493百万円

１年超   1,389百万円

合計    1,882百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

　同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しておりま

す。

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料  ７百万円

減価償却費相当額  ７百万円

支払リース料  265百万円

減価償却費相当額  265百万円

支払リース料  552百万円

減価償却費相当額  552百万円

なお、当中間連結会計期間に子会社となっ

た㈱タイトー及びその関係会社に関する金

額は含んでおりません。

  

 

 

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

 

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

 

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。
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②　有価証券

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

株式 385 1,027 641

合計 385 1,027 641

　（注）　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある有価証券について46百万円の減損処理

を行っております。

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復

可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 88

非上場外国債券 0

合計 88

　（注）　当中間連結会計期間において、時価評価されていない有価証券について44百万円減損処理を行って

おります。

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額（百万円）

株式 429 1,091 661

合計 429 1,091 661

　（注）　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある有価証券についての減損処理はありま

せん。

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復

可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 96

非上場外国債券 0

合計 96

　（注）　当中間連結会計期間において、時価評価されていない有価証券について0百万円減損処理を行ってお

ります。
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前連結会計年度末（平成18年３月31日）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 384 1,325 941

合計 384 1,325 941

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるもののうち減損すべきものはありません。

　なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落

した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能

性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 132

非上場外国債券 0

　（注）　当連結会計年度において、時価評価されていない有価証券について80百万円の減損処理を行ってお

ります。

③　デリバティブ取引

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

④  ストック・オプション等関係

 ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。
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⑤　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

 
ゲーム事
業
(百万円)

オンライ
ンゲーム
事業
(百万円)

モバイ
ル・コン
テンツ事
業
(百万円)

出版事業
(百万円)

その他事
業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
8,607 6,928 2,219 4,471 4,863 27,091 － 27,091

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － － － － － － －

計 8,607 6,928 2,219 4,471 4,863 27,091 － 27,091

営業費用 9,449 4,297 1,903 3,480 3,532 22,664 1,942 24,606

営業利益又は営業損失 △842 2,631 316 991 1,330 4,427 △1,942 2,484

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品または商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品又は商品

事業区分 主要製品又は商品

ゲーム事業 ゲーム

オンラインゲーム事業 オンラインゲーム

モバイル・コンテンツ事業 携帯電話向けのコンテンツ

出版事業 コミック雑誌、コミック単行本、ゲーム関連書籍等

その他事業 キャラクターグッズ等の二次的著作物、ゲーム制作技術者養成スクール

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,942百万円であり、その主な

ものは当社の管理部門等に係る費用であります。
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当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 
ゲーム事

業

(百万円)

オンライ

ンゲーム

事業

(百万円)

モバイ

ル・コン

テンツ事

業

(百万円)

出版事業

(百万円)

ＡＭ等事

業

(百万円)

 その他事

業

(百万円) 

計

（百万円）

消去又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する

売上高
19,186 7,678 2,907 5,426 38,144 2,615 75,959 － 75,959

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － － － － －

計 19,186 7,678 2,907 5,426 38,144 2,615 75,959 － 75,959

営業費用 14,875 4,367 2,204 3,658 38,472 1,104 64,683 2,106 66,790

営業利益 4,311 3,311 703 1,767 △328 1,511 11,276 △2,106 9,169

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品または商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品又は商品

事業区分 主要製品又は商品

ゲーム事業 ゲーム

オンラインゲーム事業 オンラインゲーム

モバイル・コンテンツ事業 携帯電話向けのコンテンツ

出版事業 コミック雑誌、コミック単行本、ゲーム関連書籍等

ＡＭ等事業
株式会社タイトーのオペレーション・レンタル、製品・商品販売、コン

テンツサービス等の全事業

その他事業 キャラクターグッズ等の二次的著作物、ゲーム制作技術者養成スクール

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,106百万円であり、その主な

ものは当社の管理部門等に係る費用であります。
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前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

 
ゲーム事

業

(百万円)

オンライ

ンゲーム

事業

(百万円)

モバイ

ル・コン

テンツ事

業

(百万円)

出版事業

(百万円)

ＡＭ等事

業

(百万円)

 その他事

業

(百万円) 

計

（百万円）

消去又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高          

(1）外部顧客に対する

売上高
45,916 15,720 5,067 9,742 41,069 6,957 124,473 － 124,473

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － － － － －

計 45,916 15,720 5,067 9,742 41,069 6,957 124,473 － 124,473

営業費用 36,326 9,812 4,341 6,875 42,240 4,949 104,545 4,457 109,003

営業利益 9,590 5,907 726 2,866 △1,170 2,007 19,927 △4,457 15,470

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品または商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な商製品

事業区分 主要な商製品

ゲーム事業 ゲーム

オンラインゲーム事業 オンラインゲーム

モバイル・コンテンツ事業 携帯電話向けのコンテンツ

出版事業 コミック雑誌、コミック単行本、ゲーム関連書籍等

ＡＭ等事業
株式会社タイトーのオペレーション・レンタル、製品・商品販売、コン

テンツサービス等の全事業

その他事業 キャラクターグッズ等の二次的著作物、ゲーム制作技術者養成スクール

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、4,457百万円であり、その主なも

のは当社の未配賦及び管理部門に係る費用であります。
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ｂ．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
21,847 3,393 189 1,661 27,091 － 27,091

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

995 432 205 2 1,636 △1,636 －

計 22,842 3,825 395 1,664 28,728 △1,636 27,091

営業費用 21,823 3,181 335 902 26,243 △1,636 24,606

営業利益 1,018 644 59 762 2,484 － 2,484

　（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米………アメリカ

(2）欧州………イギリス

(3）アジア……中国

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高
62,368 9,043 4,109 438 75,959 － 75,959

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

3,548 282 285 5 4,121 △4,121 －

計 65,917 9,326 4,394 443 80,081 △4,121 75,959

営業費用 58,840 7,599 3,613 858 70,911 △4,121 66,790

営業利益 7,076 1,727 781 △414 9,169 － 9,169

　（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米………アメリカ

(2）欧州………イギリス

(3）アジア……中国、韓国

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。
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前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
107,354 14,670 413 2,035 124,473 － 124,473

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,316 837 364 5 5,523 △5,523 －

計 111,670 15,507 778 2,040 129,997 △5,523 124,473

営業費用 99,910 12,109 728 1,778 114,526 △5,523 109,003

営業利益 11,760 3,398 49 262 15,470 － 15,470

　（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米………アメリカ

(2）欧州………イギリス

(3）アジア……中国、韓国

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。
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ｃ．海外売上高

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,462 375 1,759 5,597

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 27,091

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
12.8 1.4 6.5 20.7

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米…………アメリカ、カナダ

(2）欧州…………イギリス、フランス、ドイツ他

(3）アジア………中国他

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 10,419 4,466 664 15,550

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 75,959

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
13.7 5.9 0.9 20.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米…………アメリカ、カナダ

(2）欧州…………イギリス、フランス、ドイツ他

(3）アジア………中国、韓国、台湾他

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 15,635 1,378 3,025 20,039

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 124,473

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
12.6 1.1 2.4 16.1

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米…………アメリカ、カナダ

(2）欧州…………イギリス、フランス、ドイツ他

(3）アジア………中国、韓国、台湾他

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前連結会計年度

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額      963.77円

１株当たり中間純利益金額      19.96円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額
     19.79円

１株当たり純資産額 1,103.32円

１株当たり中間純利益金額 30.03円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額
  29.90円

１株当たり純資産額 1,094.50円

１株当たり当期純利益金額 154.65円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
 153.44円

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 

前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額
   

中間（当期）純利益（百万円）
2,202 3,319 17,076

普通株主に帰属しない金額（百万円）
－ － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
2,202 3,319 17,076

普通株式の期中平均株式数（千株）
110,340 110,555 110,419

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額    

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － －

普通株式増加数（千株） 942 470 870

(うち新株予約権）（千株） (942) (470) (870)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

平成17年６月18日定時株主総

会決議のストックオプション

（新株予約権9,020個）

平成17年６月18日定時株主総

会決議のストック・オプショ

ン（新株予約権9,020個）及

び平成17年11月9日取締役会

決議の新株予約権付社債の発

行。

平成17年６月18日定時株主総

会決議のストック・オプショ

ン及び平成17年11月9日取締

役会決議の新株予約権付社債

の発行。
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当社は、平成17年11月9日開催の取締役会にお

いて、2010年満期円貨建転換社債型新株予約

権付社債を発行することを決議いたしました。

その概要は次のとおりであります。

イ　本新株予約権付社債の種類及び銘柄

2010年満期円貨建転換社債型新株予約権付社

債

 

ロ　本新株予約権付社債に関する事項

(ｉ）発行価格

本社債の額面金額の100％（各本社債額面金額

100,000,000円）

(ii）発行価額の総額

500億円

(iii）券面額の総額

500億円

(iv）利率

本社債には利息を付さない。

(ｖ）償還期限

2010年11月25日（ロンドン時間。以下、別段

の表示がない限り同じ。）

(vi）本新株予約権の目的となる株式の種類及

び数

(1）種類

当社普通株式

(2）数

本新株予約権の行使により当社が当社普通株

式を新たに発行又はこれに代えて当社の有す

る当社普通株式を移転（以下当社普通株式の

発行又は移転を当社普通株式の「交付」とい

う。）する数は、行使請求に係る本社債の発

行価額の総額を下記(viii）(2）記載の転換価

額（但し、下記(viii）(3）又は(4）によって

修正又は調整された場合は修正後又は調整後

の転換価額）で除して得られる最大整数とす

る。この場合に１株未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、現金による調整は行わな

い。

(vii）本新株予約権の総数

500個及び本新株予約権付社債券の紛失、盗難

又は滅失の場合に適切な証明及び補償を得て

発行することがある代替新株予約権付社債券

に係る本社債額面金額合計額を100,000,000円

で除した個数の合計数

(viii）本新株予約権の行使に際して払い込む

べき金額

(1）本新株予約権１個の行使に際して払込を

なすべき額は、本社債の発行価額と同額とす

る。

(2）本新株予約権の行使に際して払込をなす

べき１株あたりの金額（以下「転換価額」と

いう。）は、当初、5,100円とする。

 ───── ─────

－ 44 －



前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）転換価額の修正

①　2006年11月以降（当月を含む。）、毎年

11月第３金曜日（日本時間、以下本号におい

て「決定日」という。）の翌取引日以降、転

換価額は、決定日まで（当日を含む。）の10

連続取引日（但し、終値のない日は除き、決

定日が取引日でない場合には、決定日の直前

の取引日までの10連続取引日とする。以下本

号において「時価算定期間」という。）の株

式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引

所」という。）における当社普通株式の普通

取引の毎日の出来高加重平均価格の平均値の

94％に相当する金額（円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を切り捨てる。以

下本号において「修正後転換価額」という。）

に修正される。なお、時価算定期間内に、下

記(4）で定める転換価額の調整事由が生じた

場合には、修正後転換価額は、本新株予約権

付社債の要項に従い当社が適当と判断する値

に調整される。但し、かかる算出の結果、修

正後転換価額が3,400円（以下本号において

「下限転換価額」という。但し、下記(4）に

よる調整を受ける。）を下回る場合には、修

正後転換価額は下限転換価額とする。

②　上記①に加えて、2010年10月25日までの

１回に限り、当社が必要と認め、かつ本新株

予約権付社債の社債権者に事前通知（以下「事

前通知」という。）を行った場合には、通知

日の翌取引日以降で当社が指定した一定の日

（以下本号において「特約発動日」という。）

の翌取引日以降、その時点で有効な転換価額

及び上記①の下限転換価額は、特約発動日ま

で（当日を含む。）の10連続取引日（但し、

終値のない日は除き、特約発動日が取引日で

ない場合には、特約発動日の直前の取引日ま

での10連続取引日とする。以下本号において

「特約発動時価算定期間」という。）の東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引

の毎日の出来高加重平均価格の平均値の94％

に相当する金額（円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を切り捨てる。以下本

号において「修正後転換価額」という。）に

修正される。なお、特約発動時価算定期間内

に、下記(4）で定める転換価額の調整事由が

生じた場合には、修正後転換価額及び下限転

換価額は、本新株予約権付社債の要項に従い

当社が適当と判断する値に調整される。但し、

かかる算出の結果、修正後転換価額及び下限

転換価額が1,700円（以下本号において「フロ

ア価額」という。但し、下記(4）による調整

を受ける。）を下回る場合には、修正後転換

価額及び下限転換価額はフロア価額とする。

なお、本号による転換価額の修正が行われた

場合には、特約発動日後最初に到来する11月

第３金曜日には転換価額の修正を行わず、そ

の翌年の11月第３金曜日より上記①の修正を

行うものとする。但し、本号により修正され

た上記①の下限転換価額は、特約発動日の翌

取引日以降、下記(ix）記載の本新株予約権の

行使請求期間最終日の営業終了時（預託地時

間）まで有効とする。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）転換価額は、本新株予約権付社債の発行

後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行

価額又は処分価額で当社普通株式を発行し又

は当社が保有する当社普通株式を処分する場

合には、次の算式により調整される。なお、

次の算式において、「既発行株式数」は当社

の発行済普通株式（当社が保有するものを除

く。）の総数をいう。

既発行
株式数

＋

発行・
処分株式数

×
１株当たりの
発行・処分価額

調整後
転換価
額

＝
調整前
転換価
額

×
時価

既発行株式数＋発行・処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割若し

くは併合又は当社普通株式の時価を下回る価

額をもって当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の発行が行われる場合その他一

定の事由が生じた場合にも修正されるものと

する。

(ix）本新株予約権の行使期間

2005年11月28日から2010年11月11日の営業終

了時（預託地時間）までとする。但し、上記

本新株予約権の行使請求期間は、(A）当社が

本社債を繰上償還する場合には、当該償還日

の前営業日の営業終了時（預託地時間）まで、

(B）買入消却の場合は、当社が本社債を消却

した時又は当社の子会社が本社債を消却のた

め当社に交付した時まで、(C）当社が本社債

につき期限の利益を喪失した場合には、期限

の利益喪失時までとする（但し、いかなる場

合においても、2010年11月11日より後は本新

株予約権を行使することはできない。）。

(ｘ）本新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使はできないものと

する。

(xi）本新株予約権の行使により株券を発行す

る場合の当該株券の発行価格のうちの資本組

入額

本新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価額中資本に組入れる額は、

当該発行価額に0.5を乗じた金額とし、計算の

結果１円未満の端数を生じる場合はその端数

を切り上げた額とする。

(xii）本新株予約権の行使時に本社債の全額

の償還に代えて本新株予約権の行使に際して

払い込むべき金額の全額の払込があったもの

とする旨

商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号によ

り、本新株予約権を行使したときは、かかる

行使をした者から当該本新株予約権に係る本

社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権

の行使に際して払込をなすべき額の全額の払

込がなされたものとする旨の請求があったも

のとみなす。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（xiii）本新株予約権の譲渡に関する事項

該当なし。

 

ハ　発行方法

特定海外投資家の総額買取による。

 

ニ　買取人の名称

英国法人　Daiwa Securities SMBC Europe 

Limited

ホ　発行場所

連合王国ロンドン市

 

ヘ　新規発行による手取金の額及び使途

(ｉ）本新株予約権付社債の新規発行による手

取金の額

(1）発行総額

500億円

(2）発行諸費用の概算額

3,000万円

(3）差引手取概算額

499億7,000万円

(ii）本新株予約権付社債の手取金の使途

当社の借入金返済資金及び運転資金に充当す

る予定である。

 

ト　新規発行年月日

2005年11月25日（ロンドン時間）

 

チ　上場証券取引所の名称

該当なし。

 

リ　証券取引法施行令第１条の７に規定する

譲渡に関する制限及びその他の制限が付され

ている場合における当該制限の内容

該当なし。

 

ヌ　平成17年10月31日現在の発行済株式総数

及び資本の額

発行済株式総数　　　　　110,629,153株

資本の額　　　　　　　7,695,634,960円

　（注）　当社は、商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行し

ているため、発行済株式総数及び資本の額は

平成17年10月31日現在の数字を記載していま

す。

 

安定操作に関する事項

該当なし。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当社は、平成17年12月12日開催の取締役会に

おいて、株式会社SQEXと株式会社タイトーを

合併することを決議いたしました。

（なお、当社の連結子会社である株式会社ゲー

ムデザイナーズ・スタジオは、平成17年12月

８日付けで商号を変更し株式会社SQEXとなり

ました。）その概要は次のとおりでありま

す。

１. 合併の目的

当社は、株式会社タイトーの株式に対して実

施した公開買付けの開始前より、当社と株式

会社タイトーの事業戦略を緊密かつ一体的に

推進するために、株式会社タイトーを本公開

買付け成功後早期に完全子会社化することを

企図しておりました。本公開買付けに応募し

た株式346,689株の全部の買付けを行った結果、

平成17年９月28日時点で、株式会社タイトー

の発行済株式総数370,000株の93.70％を取得

いたしました。今回、株式会社SQEXとの合併

により、当初予定通り、株式会社タイトーを

完全子会社化するものであります。

２. 合併の内容 

(１) 合併の日程

合併契約書承認取締役会 平成17年12月12日

合併契約書調印  平成17年12月12日

両社合併契約書承認株主総会 

                平成18年２月６日（予定）

合併期日        平成18年３月31日（予定）

合併登記完了    平成18年４月上旬（予定）

なお、株式会社SQEXは、合併期日をもって株

式会社タイトーに商号変更します。

(２) 合併の方式

合併の法手続き上、株式会社SQEXを存続会社

とし、株式会社タイトーは解散します。株式

会社タイトー株式は、平成18年３月７日をもっ

て上場廃止となる予定です。

(３) 合併比率

会社名      ㈱タイトー    ㈱SQEX

合併比率    0.00004        １

(４)　株式の割当交付および合併交付金

株式会社SQEXは合併に際して、普通株式14株

を発行し、株式会社タイトーの普通株式１株

につき株式会社SQEXの普通株式0.00004株を割

当交付します。

さらに、株式会社SQEXは、合併期日前日の最

終の株式会社タイトーの株主名簿に記載され

た株主（以下「対象株主」）に対して、その

所有する株式会社タイトーの株式１株につき

金181,081円の合併交付金を、合併登記完了後、

遅滞なく支払います。

なお、合併に際して対象株主に割当交付する

株式会社SQEX株式0.00004株については、株式

会社SQEXが対象株主よりこれを買受け、その

所有する株式会社タイトーの株式1株につき金

19円を対価として対象株主に支払う予定です。

この結果、株式会社タイトー株主は、株式会

社タイトー株券1株と引き換えに、181,100円

を受領することとなります。

（５）配当起算日     平成17年4月１日

───── ─────
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３. 株式会社タイトー（被合併会社）の概

要 

(１) 事業内容 

 ①屋内外娯楽機器の企画、開発、製造、

   輸出入、販売、賃貸。

 ②前号娯楽機器による遊技場の運営。

 ③電気音響機器の企画、開発、製造、

   修理、販売、賃貸。

 ④コンピューター及びコンピューターの

   周辺機器並びにコンピューターのソフト

   ウェア及びコンテンツの企画、開発、

   製造、販売、賃貸。

 ⑤インターネット等の通信網を利用した

   ソフトウェア、コンテンツ、各種情報

   提供サービス、情報通信システムの

   企画、開発、製造、販売。

 ⑥通信回線を利用した電子商取引事業

 （コンピューターネットワークを経由した

   商品の売買及びそれに付帯するサービス

   の提供）。

(２) 規模及び業績  

  平成17年９月30日現在

    総資産            69,022百万円

    負債合計          18,456百万円    

    株主資本          50,565百万円

    従業員数           1,143人

  自 平成17年４月１日  

  至 平成17年９月30日

    売上高            41,079百万円

    営業利益           1,072百万円

    経常利益           1,030百万円

    当期純損失       △3,134百万円

４．合併後の状況

(１) 商号 

    株式会社タイトー

(２) 事業内容

    屋内外娯楽機器の企画、開発、製造、

    輸出入、販売、賃貸等

(３) 本店所在地

    東京都千代田区平河町二丁目5番3号

(４) 代表者

    代表取締役社長  西垣 保男

(５) 資本金

    16百万円（平成17年９月30日現在の

    資本金10百万円に、合併により増加す

    る資本金6百万円を加えたもの）

(６) 総資産

    85,550百万円（平成17年９月30日現在の

    総資産93百万円に、合併までに増加する

    資産85,457百万円を加えたもの）

(７) 決算期

    ３月31日
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 

 ─────

 

 

 ─────

 

当社の連結子会社である株式会社タイトーの業

務用通信カラオケ事業の譲渡について

① 譲渡の理由

株式会社タイトーは、平成18年４月27日開催

の取締役会において、業務用通信カラオケ事

業を会社分割により分社化し、分社化した新

会社の保有株式の全部を株式会社エクシング

へ譲渡することにより、業務用通信カラオケ

事業を株式会社エクシングへ譲渡することを

決議いたしました。

当社は、平成17年9月に株式会社タイトーを

連結子会社として以来、グループ全体の中長

期的な成長戦略を検討してまいりました。そ

の中で、業務用通信カラオケ事業については、

株式会社エクシングに事業譲渡することがグ

ループ全体の企業価値の増大に資するとの結

論に至りました。

② 譲渡する相手会社の名称

株式会社エクシング

③ 譲渡する事業の内容、規模等

譲渡会社  株式会社タイトー

業務内容

• オペレーション・レンタル事業

• 製品・商品販売事業

• コンテンツサービス事業

• その他事業

資本金 16百万円

   出資比率 当社　100％

ブランド 「ＬＡＶＣＡ」、「Ｘ２０００」

譲受会社  株式会社エクシング

業務内容

• 業務用通信カラオケ事業

• 携帯電話向けコンテンツ配信事業等

資本金 1,621百万円

出資比率  ブラザー工業㈱88％

             ㈱インテックリース11％等

ブランド 「ＪＯＹＳＯＵＮＤ」

④ 譲渡する資産・負債の額

予定分割資産の金額　　　2,602百万円

予定分割負債の金額　　　　708百万円

⑤ 譲渡の時期  平成18年7月3日

⑥ 譲渡価額　4,683百万円（予定譲渡価額）
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５．生産、受注及び販売の状況
(1）生産実績

　当社グループの生産は同種の商製品であっても一様でないため、事業の種類別セグメントごとに生産規模を金額あ

るいは数量で示すことはしておりません。

(2）仕入実績

　当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグ
メントの名称

前中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

比較増減
（△印減）

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

増減率
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

ゲーム事業 1,210 24.0 4,012 23.6 2,801 231.4 5,447 23.9

オンラインゲーム

事業
206 4.1 222 1.3 15 7.7 512 2.3

出版事業 2,088 41.3 1,504 8.9 △584 △28.0 3,062 13.4

ＡＭ等事業 － － 10,706 63.1 10,706 － 12,571 55.1

その他事業 1,544 30.6 527 3.1 △1,016 △65.9 1,205 5.3

合計 5,050 100.0 16,973 100.0 11,922 236.1 22,799 100.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループは受注による生産は行っておりません。

(4）販売実績

　当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグ
メントの名称

前中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

比較増減
（△印減）

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

増減率
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

ゲーム事業 8,607 31.8 19,186 25.3 10,579 122.9 45,916 36.9

オンラインゲーム

事業
6,928 25.6 7,678 10.1 750 10.8 15,720 12.6

モバイル・コンテ

ンツ事業
2,219 8.2 2,907 3.8 687 31.0 5,067 4.1

出版事業 4,471 16.5 5,426 7.1 954 21.4 9,742 7.8

ＡＭ等事業 － － 38,144 50.2 38,144 － 41,069 33.0

その他事業 4,863 17.9 2,615 3.4 △2,248 △46.2 6,957 5.6

合計 27,091 100.0 75,959 100.0 48,868 180.4 124,473 100.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(財)財務会計基準機構会員  

平成19年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成18年11月17日

上場会社名 株式会社スクウェア・エニックス 上場取引所 東京証券取引所

コード番号 9684 本社所在都道府県 東京都

（URL　http://www.square-enix.com/）

代表者 代表取締役社長 和田　洋一

問合せ先責任者 取締役 松田　洋祐 ＴＥＬ　　（03）5333－1555（代表）

決算取締役会開催日 平成18年11月17日 配当支払開始日 平成18年12月８日

単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）   

１．平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （金額の表示　百万円未満切り捨て）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年９月中間期 27,764 23.7 7,241 728.5 7,453 267.8

平成17年９月中間期 22,445 17.1 874 △81.4 2,026 △58.5

平成18年３月期 70,283 12,597 13,633

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

平成18年９月中間期 4,508 82.7 40 78

平成17年９月中間期 2,468 △10.5 22 37

平成18年３月期 20,691 187 39

（注）①期中平均株式数 平成18年９月中間期 110,555,802株 平成17年９月中間期 110,340,469株 平成18年３月期 110,419,003株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年９月中間期 181,219 121,898 67.3 1,102 51

平成17年９月中間期 150,501 102,209 67.9 925 41

平成18年３月期 181,840 119,681 65.8 1,082 62

（注）①期末発行済株式数 平成18年９月中間期 110,564,016株 平成17年９月中間期 110,448,123株 平成18年３月期 110,547,484株

②期末自己株式数 平成18年９月中間期 186,092株 平成17年９月中間期 170,745株 平成18年３月期 182,139株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 53,000 10,000 5,500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　49円　74銭

３．配当状況

・現金配当  １株当たり配当金

中間期末 期末 年間

18年３月期 10 20 30

19年３月期（実績） 10 －  

19年３月期（予想） － 20 30

 

※　上記の業績予想につきましては、本資料発表時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素

が内在しておりますので、実際の業績は予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金  35,109   69,290    58,350   

２．売掛金  8,791   11,557    18,562   

３．たな卸資産  703   937    796   

４．コンテンツ制
作勘定

 16,139   9,389    7,306   

５. 関係会社未収
合併交付金

 －   50,173    63,285   

６．関係会社貸付
金

 2,603   2,352    2,228   

７．繰延税金資産  2,430   1,578    4,656   

８．その他  1,518   912    786   

貸倒引当金  △6   △107    △174   

流動資産合計   67,291 44.7  146,085 80.6 78,794  155,799 85.7

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産            

(1）建物 ※１ 2,009   1,802    1,867   

(2）工具器具備
品

※１ 2,370   2,524    2,406   

(3）土地  3,625   3,622    3,622   

(4）その他 ※１ 3   2    2   

計   8,008 5.3  7,952 4.4 △56  7,899 4.3

２．無形固定資産   973 0.7  863 0.5 △110  905 0.5

３．投資その他の
資産

           

(1）投資有価証
券

 888   961    1,152   

(2）関係会社株
式

 66,786   13,502    4,441   

(3）長期前払費
用

 346   295    318   

(4）差入保証金  2,789   2,772    2,778   

(5）繰延税金資
産

 1,572   6,547    6,482   

(6）その他  1,844   2,238    2,062   

計   74,228 49.3  26,317 14.5 △47,910  17,236 9.5

固定資産合計   83,210 55.3  35,133 19.4 △48,077  26,041 14.3

資産合計   150,501 100.0  181,219 100.0 30,717  181,840 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．買掛金  2,493   2,244    3,386   

２．短期借入金  40,000   －    －   

３．未払金  1,374   1,317    1,771   

４．未払法人税等  62   117    320   

５．前受金  399   193    51   

６．賞与引当金  701   854    1,733   

７．返品調整引当
金

 817   1,040    936   

８．その他 ※２ 1,169   2,208    2,712   

流動負債合計   47,018 31.2  7,976 4.4 △39,041  10,912 6.0

Ⅱ　固定負債            

１．社債  －   50,000    50,000   

２．退職給付引当
金

 1,108   1,142    1,059   

３．役員退職引当
金

 59   67    63   

４．その他  106   134    124   

固定負債合計   1,274 0.9  51,344 28.3 50,069  51,247 28.2

負債合計   48,292 32.1  59,320 32.7 11,028  62,159 34.2

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   7,684 5.1  － － －  7,803 4.3

Ⅱ　資本剰余金            

１．資本準備金  36,919   －    37,038   

２．その他資本剰
余金

 5   －    6   

資本剰余金合計   36,925 24.5  － － －  37,044 20.4

Ⅲ　利益剰余金            

１．利益準備金  885   －    885   

２．任意積立金  29,522   －    29,522   

３．中間（当期）
未処分利益

 27,280   －    44,399   

利益剰余金合計   57,687 38.3  － － －  74,806 41.1

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

  380 0.3  － － －  531 0.3

Ⅴ　自己株式   △468 △0.3  － － －  △506 △0.3

資本合計   102,209 67.9  － － －  119,681 65.8

負債資本合計   150,501 100.0  － － －  181,840 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）   

Ⅰ　株主資本         

１　資本金  － － 7,825 4.3 － － －

２　資本剰余金   

(1）資本準備金  － 37,060  －

(2）その他資本
剰余金

 － 5  －

資本剰余金合
計

 － － 37,066 20.5 － － －

３　利益剰余金   

(1）利益準備金  － 885  －

(2）その他利益
剰余金

     

別途積立金  － 29,522  －

繰越利益剰
余金

 － 46,697  －

利益剰余金合
計

 － － 77,104 42.6 － － －

４　自己株式  － － △516 △0.3 － － －

株主資本合計  － － 121,480 67.1 － － －

Ⅱ　評価・換算差額
等

        

１　その他有価証
券評価差額金

 － － 418  － － －

評価・換算差額
等合計

 － － 418 0.2 － － －

純資産合計  － － 121,898 67.3 － － －

負債純資産合計  － － 181,219 100.0 － － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   22,445 100.0  27,764 100.0 5,319  70,283 100.0

Ⅱ　売上原価   12,069 53.8  11,770 42.4 △299  36,756 52.3

売上総利益   10,375 46.2  15,994 57.6 5,619  33,526 47.7

返品調整引当
金戻入額

  832 3.7  936 3.4 103  832 1.2

返品調整引当
金繰入額

  817 3.6  1,040 3.7 222  936 1.3

差引売上総利
益

  10,390 46.3  15,890 57.3 5,500  33,422 47.6

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

  9,516 42.4  8,649 31.2 △867  20,824 29.6

営業利益   874 3.9  7,241 26.1 6,367  12,597 17.9

Ⅳ　営業外収益 ※１  1,228 5.5  211 0.8 △1,016  1,733 2.5

Ⅴ　営業外費用 ※２  75 0.4  0 0.0 △75  697 1.0

経常利益   2,026 9.0  7,453 26.9 5,426  13,633 19.4

Ⅵ　特別利益 ※３  1,361 6.1  67 0.2 △1,293  1,363 1.9

Ⅶ　特別損失
※

４,５
 746 3.3  26 0.1 △720  1,139 1.6

匿名組合損益
分配前税引前
中間（当期）
純利益

  2,640 11.8  7,493 27.0 4,852  13,857 19.7

匿名組合損益
分配額

  22 0.1  9 0.0 △12  40 0.1

税引前中間(当
期)純利益

  2,618 11.7  7,484 27.0 4,865  13,817 19.7

法人税、住民
税及び事業税

 △50   △1    170   

法人税等還付
金

 △906   △113    △912   

法人税等調整
額

 1,106 150 0.7 3,090 2,975 10.7 2,825 △6,132 △6,874 △9.8

中間（当期）
純利益

  2,468 11.0  4,508 16.3 2,040  20,691 29.4

前期繰越利益   24,812   －    24,812  

中間配当額   －   －    1,104  

中間(当期)未
処分利益

  27,280   －    44,399  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高

（百万円）
7,803 37,038 6 37,044 885 29,522 44,399 74,806 △506 119,149

中間会計期間中の変動額

新株の発行（百万円） 22 22  22      44

利益処分による配当（百万

円）
      △2,210 △2,210  △2,210

中間純利益（百万円）       4,508 4,508  4,508

自己株式の処分（百万円）   △0 △0     1 1

自己株式の取得（百万円）         △12 △12

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（百万円）

          

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
22 22 △0 21 － － 2,297 2,297 △10 2,330

平成18年９月30日　残高

（百万円）
7,825 37,060 5 37,066 885 29,522 46,697 77,104 △516 121,480

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
531 531 119,681

中間会計期間中の変動額

新株の発行（百万円）   44

利益処分による配当（百万

円）
  △2,210

中間純利益（百万円）   4,508

自己株式の処分（百万円）   1

自己株式の取得（百万円）   △12

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）

（百万円）

△113 △113 △113

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△113 △113 2,217

平成18年９月30日　残高

（百万円）
418 418 121,898
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算出しております。）

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算出しております。）

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算出しております。）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

商製品

月別総平均法による原価法

(2）たな卸資産

商製品

同左

(2）たな卸資産

商製品

同左

コンテンツ制作勘定

個別法による原価法

コンテンツ制作勘定

同左

コンテンツ制作勘定

同左

仕掛品

月別総平均法による原価法

仕掛品

同左

仕掛品

同左

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。（ただし、

平成10年4月1日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）は定額法）を採用

しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

　主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

　主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 50年

建物附属設備 ３～18年

工具器具備品 ３～15年

建物 50年

建物附属設備 ３～18年

工具器具備品 ３～15年

建物 50年

建物附属設備 ３～18年

工具器具備品 ３～15年

 

 

 

 

 

 

(2）無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社

内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法、それ以外の無形固定資産

については、商標権は10年間、営業権は

５年間の均等償却による定額法を採用し

ております。

(2）無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社

内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法、それ以外の無形固定資産

については、商標権は10年間、のれんは

５年間の均等償却による定額法を採用し

ております。

(2）無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社

内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法、それ以外の無形固定資産

については、商標権は10年間、営業権は

５年間の均等償却による定額法を採用し

ております。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、

当中間会計期間に負担すべき支給見込額

を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、

当事業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。

(3）返品調整引当金

出版物の返品による損失に備えるため、

当中間会計期間以前の実績に基づき必要

額を計上しております。

また、ゲームソフトの返品による損失に

備えるため、タイトル毎に将来の返品の

可能性を勘案して、返品損失の見込額を

計上しております。

(3）返品調整引当金

同左

(3）返品調整引当金

出版物の返品による損失に備えるため、

当事業年度以前の実績に基づき必要額を

計上しております。

また、ゲームソフトの返品による損失に

備えるため、タイトル毎に将来の返品の

可能性を勘案して、返品損失の見込額を

計上しております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生

していると認められる額を計上しており

ます。数理計算上の差異は、発生の翌事

業年度に一括費用処理することとしてお

ります。過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（1年）による按分額を費用処理して

おります。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。数理計算上の

差異は、発生の翌事業年度に一括費用処

理することとしております。過去勤務債

務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（1年）による按

分額を費用処理しております。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(5）役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

当社の内規に基づく当中間会計期間末要

支給額を計上しております。

(5）役員退職引当金

同左

(5）役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、

当社の内規に基づく当事業年度末要支給

額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

４．リース取引の処理方法

同左

４．リース取引の処理方法

同左

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　　同左

５．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　　同左

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会　平成１４年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成１５年１

０月３１日）を適用しております。これに

より税引前中間純利益は188万円減少してお

ります。

なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。

───── （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成１４年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号　平成１５年１０

月３１日）を適用しております。これによ

り税引前当期純利益は229百万円減少してお

ります。

なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用して

おります。

　これまでの資本の部の合計に相当する金

額は121,898百万円であります。

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。

─────
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

─────

 

─────

 

追加情報

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

─────

 

─────

 

─────

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

     7,008百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

          7,619百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

          7,335百万円

※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

上、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２　消費税等の取扱い　　　　

同左 

　３　偶発債務

債務保証

　３　偶発債務

債務保証

　３　偶発債務

債務保証

当社は、連結子会社である

SQUARE ENIX ,INC.の

SONY COMPUTER ENTERTAINMENT 

AMERICA INC.に対する一切の債務につき、

15百万米ドルを上限とする根保証を行って

おります。なお、平成17年9月末日現在、

発生している債務はありません。

当社は、連結子会社である

SQUARE ENIX ,INC.の

SONY COMPUTER ENTERTAINMENT 

AMERICA INC.に対する一切の債務につき、

15百万米ドルを上限とする根保証を行って

おります。なお、平成18年9月末日現在、

発生している債務は14百万ドルであります。

また、当社グループの借入枠として、限度

額61,000百万円の当座貸越契約を設定して

おります。株式会社タイトーが使用した場

合、その使用額に対し債務を保証しており

ます。なお、平成18年９月末現在発生して

いる債務はありません。

当社は、連結子会社であるSQUARE 

ENIX,INC.のSONY COMPUTER 

ENTERTAINMENT AMERICA INC.に対する一切

の債務につき、15百万米ドルを上限とする

根保証を行っております。なお、平成18年

３月末日現在発生している債務はありませ

ん。また、当社グループの借入枠として、

限度額41,000百万円の当座貸越契約を設定

しております。株式会社タイトーが使用し

た場合、その使用額に対し債務を保証して

おります。なお、平成18年３月末現在発生

している債務はありません。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息   48百万円

受取配当金  863百万円

受取賃貸料   31百万円

為替差益    254百万円

受取利息     69百万円

受取配当金     5百万円

受取賃貸料     27百万円

為替差益     66百万円

受取利息    100百万円

受取配当金    864百万円

受取賃貸料     59百万円

為替差益    620百万円

※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目

支払利息    12百万円

支払手数料    62百万円

 当中間会計期間における主要な営業外費用は

ありません。

支払利息     30百万円

支払手数料     93百万円

貸倒引当金繰入額     93百万円

コンテンツ廃棄損    460百万円

社債発行費    17百万円

※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目

投資有価証券売却益  1,353百万円

関係会社株式売却益  2百万円

貸倒引当金戻入額 66百万円 投資有価証券売却益  1,353百万円

※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目

固定資産売却損  12百万円

固定資産除却損   130百万円

投資有価証券評価損   91百万円

減損損失    188百万円

課金処理修正損    302百万円

固定資産除却損     26百万円 固定資産売却損     19百万円

固定資産除却損    147百万円

投資有価証券評価損     91百万円

減損損失    229百万円

関係会社株式譲渡損    292百万円

課金処理修正損    302百万円

※５　減損損失

当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上してお

ります。

場所 用途 種類

 千葉県流山市  遊休資産  土地

 徳島県徳島市  遊休資産  土地 

当社は、各事業の種類別セグメントから生

じるキャッシュ・イン・フローが商製品や

サービスの性質、市場などの類似性等によっ

て相互補完的であることから、事業用資産

の全体を一つの資産グループとし、事業の

用に直接供していない遊休資産については

個々にグルーピングしております。また、

本社関連資産、福利厚生施設等の資産につ

いては共用資産としております。

上記の資産グループについては、遊休状態

であり、帳簿価額に対し市場価格が著しく

下落しており、今後の使用見込みが未確定

なため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（188百万円）と

して特別損失に計上いたしました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、

正味売却価額を適用し、時価は原則として

不動産鑑定評価により算定しております。

 

※５　減損損失

当中間会計期間において、該当事項はあり

ません。

 

※５　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類 減損損失

   （百万円）

千葉県流

山市
遊休資産 土地 42

徳島県徳

島市
遊休資産 土地  146

その他    40

 合計    229

当社グループは、各事業の種類別セグメン

トから生じるキャッシュ・イン・フローが

商製品やサービスの性質、市場などの類似

性等によって相互補完的であることから、

事業用資産の全体を一つの資産グループと

し、事業の用に直接供していない遊休資産

については個々にグルーピングしておりま

す。また、本社関連資産、福利厚生施設等

の資産については共用資産としておりま

す。

上記の資産グループのうち、遊休資産につ

いては、帳簿価額に対し市場価格が著しく

下落しており、今後の使用見込みが未確定

なため、帳簿価額を回収可能限度額まで減

額し、当該減少額を減損損失（188百万円）

として特別損失に計上いたしました。なお、

当該資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額を適用し、時価は、原則として不

動産鑑定評価により算定しております。

　６　減価償却実施額 　６　減価償却実施額 　６　減価償却実施額

有形固定資産    562百万円

無形固定資産    175百万円

有形固定資産    537百万円

無形固定資産    196百万円

有形固定資産  1,178百万円

無形固定資産    355百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（千株）

当中間会計期間増加

　　株式数（千株）

当中間会計期間減少

　　株式数（千株）

当中間会計期間末株

式数（千株）

 普通株式　（注） 182 4 0 186

 　　　　合計 182 4 0 186

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

工具器具備品 74 57 17

合計 74 57 17

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

工具器具備品 74 71 2

合計 74 71 2

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

工具器具備品 74 64 9

合計 74 64 9

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。

　　同左 （注）　取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

 

１年内   14百万円

１年超   2百万円

合計   17百万円

１年内    2百万円

１年超   －百万円

合計    2百万円

１年内    9百万円

１年超   －百万円

合計    9百万円

（注）　未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

　　同左 （注）　未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料  7百万円

減価償却費相当額  7百万円

支払リース料   7百万円

減価償却費相当額  7百万円

支払リース料  14百万円

減価償却費相当額  14百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。
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②　有価証券

前中間会計期間末（平成17年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
中間貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 63,074 61,710 △1,363

関連会社株式 － － －

合計 63,074 61,710 △1,363

当中間会計期間末（平成18年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 該当事項はありません。

前事業年度末（平成18年３月31日）

　関連会社株式で時価のあるもの

 該当事項はありません。

（１株当たり情報）

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当社は、平成17年11月9日開催の取締役会にお

いて、2010年満期円貨建転換社債型新株予約

権付社債を発行することを決議いたしました。

その概要は次のとおりであります。

イ　本新株予約権付社債の種類及び銘柄

2010年満期円貨建転換社債型新株予約権付社

債

 

ロ　本新株予約権付社債に関する事項

(ｉ）発行価格

本社債の額面金額の100％（各本社債額面金額

100,000,000円）

(ii）発行価額の総額

500億円

(iii）券面額の総額

500億円

(iv）利率

本社債には利息を付さない。

(ｖ）償還期限

2010年11月25日（ロンドン時間。以下、別段

の表示がない限り同じ。）

(vi）本新株予約権の目的となる株式の種類及

び数

(1）種類

当社普通株式

(2）数

本新株予約権の行使により当社が当社普通株

式を新たに発行又はこれに代えて当社の有す

る当社普通株式を移転（以下当社普通株式の

発行又は移転を当社普通株式の「交付」とい

う。）する数は、行使請求に係る本社債の発

行価額の総額を下記(viii）(2）記載の転換価

額（但し、下記(viii）(3）又は(4）によって

修正又は調整された場合は修正後又は調整後

の転換価額）で除して得られる最大整数とす

る。この場合に１株未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、現金による調整は行わな

い。

(vii）本新株予約権の総数

500個及び本新株予約権付社債券の紛失、盗難

又は滅失の場合に適切な証明及び補償を得て

発行することがある代替新株予約権付社債券

に係る本社債額面金額合計額を100,000,000円

で除した個数の合計数

(viii）本新株予約権の行使に際して払い込む

べき金額

(1）本新株予約権１個の行使に際して払込を

なすべき額は、本社債の発行価額と同額とす

る。

(2）本新株予約権の行使に際して払込をなす

べき１株あたりの金額（以下「転換価額」と

いう。）は、当初、5,100円とする。

 ───── 株式会社タイトーの増資引受について

①その旨及び理由

当社は平成18年５月17日開催の取締役会によ

り、完全子会社である株式会社タイトーの資

本増強のため、第三者割当増資の引受を決議

いたしました。

 ②引受新株発行数       19,486株

 ③引受発行価格        462,660円/株

 ④引受出資額        9,015百万円

             （資本組入額 4,507百万円）

 ⑤発行日       平成18年５月29日

 ⑥払込期日     平成18年５月29日  

 ⑦配当起算日   平成18年４月１日
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）転換価額の修正

①　2006年11月以降（当月を含む。）、毎年

11月第３金曜日（日本時間、以下本号におい

て「決定日」という。）の翌取引日以降、転

換価額は、決定日まで（当日を含む。）の10

連続取引日（但し、終値のない日は除き、決

定日が取引日でない場合には、決定日の直前

の取引日までの10連続取引日とする。以下本

号において「時価算定期間」という。）の株

式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引

所」という。）における当社普通株式の普通

取引の毎日の出来高加重平均価格の平均値の

94％に相当する金額（円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を切り捨てる。以

下本号において「修正後転換価額」という。）

に修正される。なお、時価算定期間内に、下

記(4）で定める転換価額の調整事由が生じた

場合には、修正後転換価額は、本新株予約権

付社債の要項に従い当社が適当と判断する値

に調整される。但し、かかる算出の結果、修

正後転換価額が3,400円（以下本号において

「下限転換価額」という。但し、下記(4）に

よる調整を受ける。）を下回る場合には、修

正後転換価額は下限転換価額とする。

②　上記①に加えて、2010年10月25日までの

１回に限り、当社が必要と認め、かつ本新株

予約権付社債の社債権者に事前通知（以下「事

前通知」という。）を行った場合には、通知

日の翌取引日以降で当社が指定した一定の日

（以下本号において「特約発動日」という。）

の翌取引日以降、その時点で有効な転換価額

及び上記①の下限転換価額は、特約発動日ま

で（当日を含む。）の10連続取引日（但し、

終値のない日は除き、特約発動日が取引日で

ない場合には、特約発動日の直前の取引日ま

での10連続取引日とする。以下本号において

「特約発動時価算定期間」という。）の東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引

の毎日の出来高加重平均価格の平均値の94％

に相当する金額（円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を切り捨てる。以下本

号において「修正後転換価額」という。）に

修正される。なお、特約発動時価算定期間内

に、下記(4）で定める転換価額の調整事由が

生じた場合には、修正後転換価額及び下限転

換価額は、本新株予約権付社債の要項に従い

当社が適当と判断する値に調整される。但し、

かかる算出の結果、修正後転換価額及び下限

転換価額が1,700円（以下本号において「フロ

ア価額」という。但し、下記(4）による調整

を受ける。）を下回る場合には、修正後転換

価額及び下限転換価額はフロア価額とする。

なお、本号による転換価額の修正が行われた

場合には、特約発動日後最初に到来する11月

第３金曜日には転換価額の修正を行わず、そ

の翌年の11月第３金曜日より上記①の修正を

行うものとする。但し、本号により修正され

た上記①の下限転換価額は、特約発動日の翌

取引日以降、下記(ix）記載の本新株予約権の

行使請求期間最終日の営業終了時（預託地時

間）まで有効とする。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）転換価額は、本新株予約権付社債の発行

後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行

価額又は処分価額で当社普通株式を発行し又

は当社が保有する当社普通株式を処分する場

合には、次の算式により調整される。なお、

次の算式において、「既発行株式数」は当社

の発行済普通株式（当社が保有するものを除

く。）の総数をいう。

既発行
株式数

＋

発行・
処分株式数

×
１株当たりの
発行・処分価額

調整後
転換価
額

＝
調整前
転換価
額

×
時価

既発行株式数＋発行・処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割若し

くは併合又は当社普通株式の時価を下回る価

額をもって当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の発行が行われる場合その他一

定の事由が生じた場合にも修正されるものと

する。

(ix）本新株予約権の行使期間

2005年11月28日から2010年11月11日の営業終

了時（預託地時間）までとする。但し、上記

本新株予約権の行使請求期間は、(A）当社が

本社債を繰上償還する場合には、当該償還日

の前営業日の営業終了時（預託地時間）まで、

(B）買入消却の場合は、当社が本社債を消却

した時又は当社の子会社が本社債を消却のた

め当社に交付した時まで、(C）当社が本社債

につき期限の利益を喪失した場合には、期限

の利益喪失時までとする（但し、いかなる場

合においても、2010年11月11日より後は本新

株予約権を行使することはできない。）。

(ｘ）本新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使はできないものと

する。

(xi）本新株予約権の行使により株券を発行す

る場合の当該株券の発行価格のうちの資本組

入額

本新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価額中資本に組入れる額は、

当該発行価額に0.5を乗じた金額とし、計算の

結果１円未満の端数を生じる場合はその端数

を切り上げた額とする。

(xii）本新株予約権の行使時に本社債の全額

の償還に代えて本新株予約権の行使に際して

払い込むべき金額の全額の払込があったもの

とする旨

商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号によ

り、本新株予約権を行使したときは、かかる

行使をした者から当該本新株予約権に係る本

社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権

の行使に際して払込をなすべき額の全額の払

込がなされたものとする旨の請求があったも

のとみなす。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（xiii）本新株予約権の譲渡に関する事項

該当なし。

 

ハ　発行方法

特定海外投資家の総額買取による。

 

ニ　買取人の名称

英国法人　Daiwa Securities SMBC Europe 

Limited

ホ　発行場所

連合王国ロンドン市

 

ヘ　新規発行による手取金の額及び使途

(ｉ）本新株予約権付社債の新規発行による手

取金の額

(1）発行総額

500億円

(2）発行諸費用の概算額

3,000万円

(3）差引手取概算額

499億7,000万円

(ii）本新株予約権付社債の手取金の使途

当社の借入金返済資金及び運転資金に充当す

る予定である。

 

ト　新規発行年月日

2005年11月25日（ロンドン時間）

 

チ　上場証券取引所の名称

該当なし。

 

リ　証券取引法施行令第１条の７に規定する

譲渡に関する制限及びその他の制限が付され

ている場合における当該制限の内容

該当なし。

 

ヌ　平成17年10月31日現在の発行済株式総数

及び資本の額

発行済株式総数　　　　　110,629,153株

資本の額　　　　　　　7,695,634,960円

　（注）　当社は、商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行し

ているため、発行済株式総数及び資本の額は

平成17年10月31日現在の数字を記載していま

す。

 

安定操作に関する事項

該当なし。
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当社は、平成17年12月12日開催の取締役会に

おいて、株式会社SQEXと株式会社タイトーを

合併することを決議いたしました。

（なお、当社の連結子会社である株式会社ゲー

ムデザイナーズ・スタジオは、平成17年12月

８日付けで商号を変更し株式会社SQEXとなり

ました。）その概要は次のとおりでありま

す。

１. 合併の目的

当社は、株式会社タイトーの株式に対して実

施した公開買付けの開始前より、当社と株式

会社タイトーの事業戦略を緊密かつ一体的に

推進するために、株式会社タイトーを本公開

買付け成功後早期に完全子会社化することを

企図しておりました。本公開買付けに応募し

た株式346,689株の全部の買付けを行った結果、

平成17年９月28日時点で、株式会社タイトー

の発行済株式総数370,000株の93.70％を取得

いたしました。今回、株式会社SQEXとの合併

により、当初予定通り、株式会社タイトーを

完全子会社化するものであります。

２. 合併の内容 

(１) 合併の日程

合併契約書承認取締役会 平成17年12月12日

合併契約書調印  平成17年12月12日

両社合併契約書承認株主総会 

                平成18年２月６日（予定）

合併期日        平成18年３月31日（予定）

合併登記完了    平成18年４月上旬（予定）

なお、株式会社SQEXは、合併期日をもって株

式会社タイトーに商号変更します。

(２) 合併の方式

合併の法手続き上、株式会社SQEXを存続会社

とし、株式会社タイトーは解散します。株式

会社タイトー株式は、平成18年３月７日をもっ

て上場廃止となる予定です。

(３) 合併比率

会社名      ㈱タイトー    ㈱SQEX

合併比率    0.00004        １

(４)　株式の割当交付および合併交付金

株式会社SQEXは合併に際して、普通株式14株

を発行し、株式会社タイトーの普通株式１株

につき株式会社SQEXの普通株式0.00004株を割

当交付します。

さらに、株式会社SQEXは、合併期日前日の最

終の株式会社タイトーの株主名簿に記載され

た株主（以下「対象株主」）に対して、その

所有する株式会社タイトーの株式１株につき

金181,081円の合併交付金を、合併登記完了後、

遅滞なく支払います。

なお、合併に際して対象株主に割当交付する

株式会社SQEX株式0.00004株については、株式

会社SQEXが対象株主よりこれを買受け、その

所有する株式会社タイトーの株式1株につき金

19円を対価として対象株主に支払う予定です。

この結果、株式会社タイトー株主は、株式会

社タイトー株券1株と引き換えに、181,100円

を受領することとなります。

（５）配当起算日     平成17年4月１日

───── ─────
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３. 株式会社タイトー（被合併会社）の概

要 

(１) 事業内容 

 ①屋内外娯楽機器の企画、開発、製造、

   輸出入、販売、賃貸。

 ②前号娯楽機器による遊技場の運営。

 ③電気音響機器の企画、開発、製造、

   修理、販売、賃貸。

 ④コンピューター及びコンピューターの

   周辺機器並びにコンピューターのソフト

   ウェア及びコンテンツの企画、開発、

   製造、販売、賃貸。

 ⑤インターネット等の通信網を利用した

   ソフトウェア、コンテンツ、各種情報

   提供サービス、情報通信システムの

   企画、開発、製造、販売。

 ⑥通信回線を利用した電子商取引事業

 （コンピューターネットワークを経由した

   商品の売買及びそれに付帯するサービス

   の提供）。

(２) 規模及び業績  

  平成17年９月30日現在

    総資産            69,022百万円

    負債合計          18,456百万円    

    株主資本          50,565百万円

    従業員数           1,143人

  自 平成17年４月１日  

  至 平成17年９月30日

    売上高            41,079百万円

    営業利益           1,072百万円

    経常利益           1,030百万円

    当期純損失       △3,134百万円

４．合併後の状況

(１) 商号 

    株式会社タイトー

(２) 事業内容

    屋内外娯楽機器の企画、開発、製造、

    輸出入、販売、賃貸等

(３) 本店所在地

    東京都千代田区平河町二丁目5番3号

(４) 代表者

    代表取締役社長  西垣 保男

(５) 資本金

    16百万円（平成17年９月30日現在の

    資本金10百万円に、合併により増加す

    る資本金6百万円を加えたもの）

(６) 総資産

    85,550百万円（平成17年９月30日現在の

    総資産93百万円に、合併までに増加する

    資産85,457百万円を加えたもの）

(７) 決算期

    ３月31日
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